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議第５２号 
 
   瑞浪市個人情報の保護に関する法律施行条例の制定について 
 
 瑞浪市個人情報の保護に関する法律施行条例を次のように制定するものと

する。 
 
  令和４年１１月２８日 提出 
 
                   瑞浪市長 水 野 光 二 
 
 
   瑞浪市個人情報の保護に関する法律施行条例 
 （趣旨） 
第１条 この条例は、瑞浪市が個人情報の保護に関する法律（平成１５年法

律第５７号。行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）第３０条第１項又は第３１条第

１項の規定により一部の規定が適用されず、又は読み替えて適用される場

合を含む。以下「法」という。）の規定に基づき個人情報を取り扱うこと

に関し必要な事項を定めるものとする。 
 （定義） 
第２条 この条例において「実施機関」とは、市長（水道事業及び下水道事

業の管理者の権限を行う市長を含む。）、消防長、教育委員会、選挙管理

委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会

並びに財産区をいう。 
２ 前項に規定するもののほか、この条例で使用する用語は、法及び個人情

報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号。以下「令」と

いう。）で使用する用語の例による。 
 （個人情報取扱事務登録簿） 
第３条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取扱事務」

という。）について、次に掲げる事項を記載した帳簿（以下「個人情報取
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扱事務登録簿」という。）を備え付けなければならない。 
 （１） 個人情報取扱事務の名称 
 （２） 個人情報取扱事務をつかさどる組織の名称 
 （３） 個人情報取扱事務の目的又は概要 
 （４） 取り扱う個人情報の対象者の範囲及び人数 
 （５） 取り扱う個人情報の項目 
 （６） 取り扱う個人情報の取得先 
 （７） 取り扱う個人情報の利用目的以外の目的のための自らの利用又は

提供の有無 
 （８） 取り扱う個人情報の保存の形態及び処理の委託の有無 
 （９） 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 
２ 実施機関は、個人情報取扱事務を開始しようとするときは、あらかじめ、

当該個人情報取扱事務について個人情報取扱事務登録簿に登録しなければ

ならない。登録した事項を変更しようとするときも、同様とする。 
３ 実施機関は、個人情報取扱事務登録簿に登録されている個人情報取扱事

務を廃止したときは、遅滞なく、当該個人情報取扱事務を個人情報取扱事

務登録簿から抹消しなければならない。 
４ 実施機関は、個人情報取扱事務登録簿を一般の閲覧に供しなければなら

ない。 
 （開示請求の手続） 
第４条 開示請求書には、法第７７条第１項各号に掲げる事項のほか、規則

で定める事項を記載するものとする。 
 （開示決定等の期限） 
第５条 実施機関が開示決定等をする場合における法第８３条第１項の規定

の適用については、同項中「３０日以内」とあるのは「１４日以内」とす

る。 
 （開示決定等の期限の特例） 
第６条 実施機関が開示決定等をする場合における法第８４条の規定の適用

については、同条中「６０日以内」とあるのは「４４日以内」と、「同条

第１項」とあるのは「瑞浪市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和 
４年条例第  号）第５条の規定により読み替えて適用される前条第１項」 
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とする。 
 （開示請求に係る手数料等） 
第７条 法第８９条第２項の規定により納めなければならない手数料の額は、

無料とする。 
２ 法第８７条第１項の規定による写しの交付（開示される保有個人情報が

電磁的記録に記録されている場合において実施機関が定める開示の実施の

方法として複製したもの又は出力したものの交付が定められているときは、

複製したもの又は出力したものの交付。以下この条において同じ。）によ

り保有個人情報の開示を受ける者は、当該写しの交付に要する費用を負担

しなければならない。当該写しの交付を令第２８条第４項の規定により送

付により受ける場合における当該送付に要する費用についても、同様とす

る。 
 （訂正請求の手続） 
第８条 訂正請求書には、法第９１条第１項各号に掲げる事項のほか、規則

で定める事項を記載するものとする。 
 （利用停止請求の手続） 
第９条 利用停止請求書には、法第９９条第１項各号に掲げる事項のほか、

規則で定める事項を記載するものとする。 
 （瑞浪市個人情報保護審査会への諮問） 
第１０条 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合において、瑞浪

市個人情報保護審査会条例（令和４年条例第  号）第２条に規定する瑞

浪市個人情報保護審査会に諮問することができる。 
 （１） この条例その他個人情報の取扱いに関し定める条例について、そ

の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 
 （２） 法第６６条第１項又は行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律第１２条の規定に基づき講ずる措置の基

準を定めようとする場合 
 （３） 実施機関における個人情報の取扱いに関する運用上の細則を定め

ようとする場合 
 （４） その他法第３章第３節の施策を講ずる場合であって、個人情報の

適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特

-3-



 

 

に必要であると認めるとき。 
   附 則 
 （施行期日） 
第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
 （瑞浪市個人情報保護条例の廃止） 
第２条 瑞浪市個人情報保護条例（平成１２年条例第４５号）は、廃止する。 
 （瑞浪市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置） 
第３条 次に掲げる者に係る前条の規定による廃止前の瑞浪市個人情報保護

条例（以下「旧条例」という。）第３条の規定によるその職務に関して知

り得た旧条例第２条第１号に規定する個人情報（以下「旧個人情報」とい

う。）を漏らし、又は不当な目的に使用してはならない義務については、

この条例の施行後も、なお従前の例による。 
 （１） この条例の施行の際現に旧条例第２条第９号に規定する実施機関

（以下「旧実施機関」という。）の職員である者又はこの条例の施行前

において旧実施機関の職員であった者のうち、旧個人情報の取扱いに従

事していたもの 
 （２） この条例の施行前において旧実施機関から旧個人情報の取扱いを

伴う事務の全部又は一部の処理の委託を受けた業務に従事していた者 
 （３） この条例の施行前において地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

第２４４条の２第３項の規定により旧実施機関から公の施設の管理を行

うこととされた指定管理者の業務に従事していた者 
２ この条例の施行の日前に旧条例第１３条第１項若しくは第２項、第１７

条第１項若しくは第２項又は第１９条の３第１項若しくは第２項の規定に

よる請求がされた場合における旧条例第２条第４号に規定する保有個人情

報（以下「旧保有個人情報」という。）の開示（これに係る旧条例第２０

条に規定する費用負担を含む。）、訂正及び利用停止については、なお従

前の例による。 
３ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前において旧

実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧保有個人

情報を含む情報の集合物であって、一定の事務又は業務の目的を達成する

ために特定の旧保有個人情報を電子計算機を用いて検索することができる
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ように体系的に構成したもの（その全部又は一部を複製し、又は加工した

ものを含む。）をこの条例の施行後に提供したときは、２年以下の懲役又

は１００万円以下の罰金に処する。 
 （１） この条例の施行の際現に旧実施機関の職員である者又はこの条例

の施行前において旧実施機関の職員であった者 
 （２） 第１項第２号に掲げる者 
 （３） 第１項第３号に掲げる者 
４ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得たこの条例の施行前に

おいて旧実施機関が保有していた旧保有個人情報をこの条例の施行後に自

己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、

１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 
５ 前２項の規定は、市の区域外においてこれらの項の罪を犯した者にも適

用する。 
６ 旧条例の廃止前にした旧条例の規定に違反する行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 
 （瑞浪市電子計算組織に関する条例の廃止） 
第４条 瑞浪市電子計算組織に関する条例（昭和５５年条例第１９号）は、

廃止する。 
 （瑞浪市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正） 
第５条 瑞浪市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成

１７年条例第１９号）の一部を次のように改める。 
  第１６条を次のように改める。 
  （個人情報の安全管理措置） 
 第１６条 指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号。次条において「個人情報保護法」という。）第６６条第２項

の規定により準用する同条第１項の規定により個人情報の安全管理のた

めに必要かつ適切な措置を講じなければならない。 
  第１６条の次に次の１条を加える。 
  （秘密保持義務） 
 第１６条の２ 指定管理者が行う業務に従事している者又は従事していた

者は、個人情報保護法第６７条の規定を遵守し、その業務に関して知り
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得た個人情報を他に漏らし、又は管理の業務以外に使用してはならない。 
 （瑞浪市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正

に伴う経過措置） 
第６条 この条例の施行の際現に指定管理者又はこの条例の施行前において

指定管理者であった者に係る前条の規定による改正前の瑞浪市公の施設に

係る指定管理者の指定手続等に関する条例第１６条の規定による義務につ

いては、この条例の施行後も、なお従前の例による。 
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議第５３号 

 

   瑞浪市個人情報保護審査会条例の制定について 

 

 瑞浪市個人情報保護審査会条例を次のように制定するものとする。 

 

  令和４年１１月２８日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市個人情報保護審査会条例 

目次 

 第１章 総則（第１条） 

 第２章 設置及び組織（第２条―第６条） 

第３章 審査会の調査審議の手続 

  第１節 開示決定等に係る審査請求についての調査審議の手続（第７条

―第１１条） 

  第２節 個人情報の取扱いについての調査審議の手続（第１２条） 

第４章 雑則（第１３条・第１４条） 

 附則 

   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、瑞浪市個人情報保護審査会の設置及び組織並びに調査

審議の手続等について定めるものとする。 

   第２章 設置及び組織 

（設置） 

第２条 次に掲げる事務を行うため、市に、瑞浪市個人情報保護審査会（以

下「審査会」という。）を置く。 

（１） 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「 

法」という。）第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定に 

-7-



よる諮問に応じ審査請求について調査審議すること。 

（２） 瑞浪市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第  

 号）第１０条の規定による諮問に応じ調査審議すること。 

（組織） 

第３条 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、審査会の権限に属する事項に関し公正な判断をすることが

でき、かつ、法律又は行政に関して優れた識見を有する者のうちから、市

長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまで引

き続きその職務を行うものとする。 

５ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を

退いた後も、同様とする。 

６ 委員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に

政治運動をしてはならない。 

（会長） 

第５条 審査会に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を

代理する。 

（合議体） 

第６条 審査会は、委員の全員をもって構成する合議体で、第２条各号に掲

げる事務を行う。 

   第３章 審査会の調査審議の手続 

    第１節 開示決定等に係る審査請求についての調査審議の手続 

（定義） 

第７条 この節において「諮問庁」とは、法第１０５条第３項において準用 

する同条第１項の規定により審査会に諮問をした実施機関をいう。 
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２ この節において「保有個人情報」とは、法第７８条第１項第４号、第９

４条第１項又は第１０２条第１項に規定する開示決定等、訂正決定等又は

利用停止決定等に係る保有個人情報（法第６０条第１項に規定する保有個 

人情報のうち同項に規定する地方公共団体等行政文書に係るものをいう。） 

をいう。 

（審査会の調査権限） 

第８条 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、保有個人情

報の提示を求めることができる。この場合においては、何人も、審査会に

対し、その提示された保有個人情報の開示を求めることができない。 

２ 諮問庁は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒

んではならない。 

３ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、保有個人情報に

含まれている情報の内容を審査会の指定する方法により分類又は整理した

資料を作成し、審査会に提出するよう求めることができる。 

（委員による調査手続） 

第９条 審査会は、必要があると認めるときは、その指名する委員に、前条

第１項の規定により提示された保有個人情報を閲覧させることができる。

（提出資料の写しの送付等） 

第１０条 審査会は、第８条第３項の規定による資料の提出又は法第１０６

条第２項の規定により読み替えて適用される行政不服審査法（平成２６年

法律第６８号）第８１条第３項において準用する同法第７４条若しくは同

項において準用する同法第７６条の規定による主張書面若しくは資料の提

出があったときは、これらの資料又は主張書面の写し（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。以下同じ。）にあっては、当該電磁的記録に記録された事項を

記載した書面）を当該資料又は主張書面を提出した審査請求人等（審査請

求人、参加人（同法第１３条第４項に規定する参加人をいう。）又は諮問

庁をいう。以下同じ。）以外の審査請求人等に送付するものとする。ただ

し、第三者の利益を害するおそれがあると認められるときその他正当な理

由があるときは、この限りでない。 
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２ 審査会は、前項の規定による送付をしようとするときは、当該送付に係

る資料を提出した審査請求人等の意見を聴かなければならない。ただし、

審査会がその必要がないと認めるときは、この限りでない。 

 （行政不服審査法の準用） 

第１１条 審査会の開示決定等に係る審査請求についての調査審議について

は、前４条に定めるところによるほか、行政不服審査法第８１条第３項の

規定により読み替えて準用する同法第５章第１節第２款（同項において準

用する同法第７４条の規定については法第１０６条第２項の規定により読

み替えられた規定とし、行政不服審査法第７８条中交付の請求に係る部分

を除く。）の定めるところによる。 

    第２節 個人情報の取扱いについての調査審議の手続 

第１２条 審査会は、必要があると認めるときは、実施機関に対して、資料

の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を求めることができる。 

２ 審査会は、特に必要があると認めるときは、実施機関以外の者に対して

も、必要な協力を求めることができる。 

   第４章 雑則 

 （審査請求に係る調査審議手続の非公開） 

第１３条 審査会の行う審査請求に係る調査審議の手続は、公開しない。 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、審査会に関し必要な事項は、規則

で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 瑞浪市個人情報の保護に関する法律施行条例附則第２条の規定による廃 

止前の瑞浪市個人情報保護条例（平成１２年条例第４５号。以下「旧条例」 

という。）第２３条第１項の規定により市に置かれた同項に規定する瑞浪

市個人情報保護審査会の委員であった者に係る旧条例第２３条第５項の規

定による職務上知り得た秘密を漏らしてはならない義務については、この

条例の施行後も、なお従前の例による。 
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３ この条例の施行の日前に旧条例第２２条第１項又は第２３条第２項の規

定による諮問がされた場合における旧条例に規定する調査審議については、

なお従前の例による。 
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議第５４号 

 

   瑞浪市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

 瑞浪市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定

するものとする。 

 

  令和４年１１月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

（瑞浪市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 瑞浪市職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第１９号）の一部

を次のように改正する。 

  第１９条第２項第１号中「１００分の９５」を「１００分の１０５」に、

「１００分の１１５」を「１００分の１２５」に改め、同項第２号中「１

００分の４５」を「１００分の５０」に、「１００分の５５」を「１００

分の６０」に改める。 

別表第１及び別表第２を次のように改める。 

別表第１（第３条関係） 

行政職給料表一                      （単位：円） 

職員の区分 
職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用職員

以外の職員 

１ 150,100 198,500 234,400 266,000 290,700 319,200 362,900

２ 151,200 200,300 236,000 267,700 292,900 321,400 365,500

３ 152,400 202,100 237,500 269,200 295,000 323,700 367,900

４ 153,500 203,900 239,000 271,000 297,000 325,900 370,500

５ 154,600 205,400 240,300 272,700 298,800 328,100 372,400
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６ 155,700 207,200 241,900 274,500 300,800 330,100 374,900

７ 156,800 209,000 243,400 276,300 302,600 332,300 377,200

８ 157,900 210,800 244,900 278,300 304,200 334,500 379,700

９ 158,900 212,400 246,000 280,200 306,100 336,400 382,100

10 160,300 214,200 247,500 282,200 308,400 338,600 384,800

11 161,600 216,000 249,000 284,100 310,600 340,600 387,400

12 162,900 217,800 250,300 286,000 312,900 342,800 390,100

13 164,100 219,200 251,800 287,900 315,000 344,600 392,500

14 165,600 221,000 253,000 289,700 317,100 346,600 394,800

15 167,100 222,700 254,300 291,200 319,300 348,600 397,000

16 168,700 224,500 255,500 292,600 321,400 350,600 399,400

17 169,800 226,100 256,800 294,400 323,300 352,300 401,200

18 171,200 227,800 258,200 296,400 325,300 354,300 403,200

19 172,600 229,400 259,600 298,500 327,300 356,100 405,100

20 174,000 230,900 261,100 300,500 329,300 358,000 406,900

21 175,300 232,200 262,700 302,400 331,000 359,900 408,800

22 177,800 233,800 264,400 304,500 333,100 361,800 410,600

23 180,300 235,400 266,000 306,500 335,100 363,800 412,400

24 182,800 236,900 267,600 308,600 337,200 365,700 414,300

25 185,200 237,900 269,400 310,300 338,600 367,700 416,100

26 186,900 239,400 271,200 312,400 340,500 369,600 417,600

27 188,500 240,700 272,900 314,400 342,400 371,600 419,100

28 190,200 241,900 274,600 316,400 344,300 373,600 420,700

29 191,700 243,100 276,200 318,100 345,900 375,100 422,300

30 193,400 244,100 277,900 320,100 347,800 376,900 423,600

31 195,200 245,100 279,700 322,200 349,700 378,700 424,900

32 196,900 246,100 281,200 324,300 351,500 380,300 426,100

33 198,500 247,200 282,400 325,500 353,400 382,100 427,300

34 199,900 248,100 284,100 327,500 355,200 383,500 428,600

35 201,400 249,000 285,700 329,400 357,000 385,000 429,900

36 202,900 250,000 287,400 331,500 358,700 386,600 431,100
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37 204,200 250,900 289,000 333,400 360,100 388,000 432,300

38 205,500 252,200 290,700 335,300 361,400 389,200 433,100

39 206,700 253,400 292,500 337,300 362,800 390,400 433,900

40 208,000 254,700 294,300 339,200 364,200 391,500 434,700

41 209,300 256,000 295,800 341,100 365,500 392,600 435,300

42 210,600 257,400 297,500 343,000 366,400 393,800 436,000

43 211,900 258,600 299,000 344,800 367,500 395,000 436,700

44 213,200 259,800 300,600 346,700 368,600 396,100 437,400

45 214,300 260,900 302,200 348,200 369,400 396,800 438,200

46 215,600 262,100 303,900 349,600 370,300 397,500 439,000

47 216,900 263,400 305,500 351,100 371,200 398,200 439,400

48 218,200 264,500 307,200 352,600 372,100 398,900 440,100

49 219,200 265,600 308,100 354,200 373,000 399,500 440,600

50 220,300 266,600 309,600 355,000 373,800 400,100 441,000

51 221,300 267,800 311,100 356,200 374,600 400,600 441,400

52 222,300 268,900 312,700 357,200 375,400 401,000 441,800

53 223,300 269,900 314,300 358,100 376,100 401,400 442,200

54 224,200 270,900 315,900 359,200 376,800 401,700 442,600

55 225,100 272,000 317,500 360,100 377,500 402,000 443,000

56 226,000 273,100 319,000 361,200 378,200 402,300 443,300

57 226,300 274,000 320,500 362,100 378,700 402,600 443,600

58 227,100 275,000 321,700 362,800 379,300 402,900 444,000

59 227,800 275,900 322,900 363,500 379,900 403,200 444,300

60 228,500 277,000 324,100 364,200 380,600 403,500 444,600

61 229,200 278,100 324,800 364,600 381,000 403,800 444,900

62 230,000 279,100 325,700 365,200 381,700 404,100

63 230,700 280,000 326,500 365,900 382,300 404,400

64 231,300 281,000 327,300 366,600 382,900 404,700

65 231,900 281,500 328,200 366,900 383,300 405,000

66 232,500 282,400 328,600 367,600 383,900 405,300

67 233,100 283,100 329,300 368,300 384,500 405,600
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68 233,800 284,000 330,100 369,000 385,100 405,900

69 234,500 285,000 330,900 369,300 385,500 406,100

70 235,100 285,800 331,600 369,900 386,000 406,400

71 235,600 286,600 332,300 370,600 386,500 406,700

72 236,300 287,400 333,000 371,200 387,100 407,000

73 237,000 288,200 333,500 371,500 387,400 407,200

74 237,600 288,700 334,100 372,100 387,800 407,500

75 238,200 289,100 334,600 372,800 388,200 407,800

76 238,700 289,600 335,200 373,400 388,600 408,000

77 239,300 289,800 335,500 373,800 388,900 408,200

78 240,000 290,100 336,000 374,300 389,200 408,500

79 240,700 290,300 336,400 374,900 389,500 408,800

80 241,200 290,700 336,900 375,400 389,800 409,000

81 241,700 290,900 337,300 375,900 390,000 409,200

82 242,300 291,100 337,800 376,500 390,300 409,500

83 242,900 291,500 338,300 377,000 390,600 409,800

84 243,400 291,800 338,800 377,300 390,800 410,000

85 243,900 292,100 339,100 377,700 391,000 410,200

86 244,500 292,400 339,500 378,200 391,300  

87 245,100 292,700 340,000 378,600 391,600  

88 245,600 293,100 340,400 379,000 391,800  

89 246,100 293,400 340,700 379,400 392,000  

90 246,600 293,800 341,100 379,900 392,300  

91 246,900 294,100 341,600 380,300 392,600  

92 247,300 294,500 342,000 380,700 392,800  

93 247,600 294,700 342,200 381,000 393,000  

94  294,900 342,600    

95  295,200 343,100    

96  295,600 343,500    

97  295,800 343,700    

98  296,100 344,100    
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99  296,500 344,500    

100  296,900 344,800    

101  297,100 345,100    

102  297,400 345,500    

103  297,800 345,900    

104  298,100 346,300    

105  298,300 346,800    

106  298,600 347,200    

107  299,000 347,600    

108  299,300 348,000    

109  299,500 348,500    

110  299,900 348,900    

111  300,300 349,200    

112  300,600 349,500    

113  300,800 350,000    

114  301,000     

115  301,300     

116  301,700     

117  301,900     

118  302,100     

119  302,400     

120  302,700     

121  303,100     

122  303,300     

123  303,600     

124  303,900     

125  304,200     

再任用職員  187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800

別表第２（第３条関係） 

行政職給料表二              （単位：円） 

職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 
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号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用職員

以外の職員 

１ 136,200 187,400 208,500 254,100 281,000

２ 137,100 188,700 209,700 255,300 282,900

３ 138,100 190,100 211,100 256,300 284,500

４ 139,000 191,300 212,300 257,400 286,200

５ 140,000 192,300 213,600 258,300 287,900

６ 141,000 193,800 215,000 259,300 289,400

７ 142,000 195,200 216,400 260,400 290,600

８ 143,000 196,500 217,800 261,300 291,800

９ 143,800 197,900 219,100 262,200 293,300

10 144,800 198,900 220,700 262,900 295,100

11 145,800 200,200 222,300 263,800 296,800

12 146,900 201,200 223,700 264,700 298,600

13 147,700 202,400 224,900 265,700 300,000

14 148,700 203,500 226,400 266,700 301,700

15 149,800 204,600 227,900 267,600 303,300

16 150,800 205,700 229,200 268,500 304,800

17 151,900 206,600 230,000 269,400 306,300

18 153,300 207,700 230,700 270,500 307,900

19 154,500 208,700 231,600 271,500 309,500

20 155,700 209,700 232,600 272,300 311,200

21 156,800 210,600 233,200 273,200 312,200

22 158,000 211,700 234,700 274,100 313,600

23 159,200 212,800 236,000 275,100 315,000

24 160,400 213,700 237,000 275,900 316,500

25 161,500 214,600 238,300 276,500 317,600

26 163,000 215,500 239,500 277,300 319,100

27 164,500 216,200 240,800 278,200 320,500

28 166,000 217,100 242,000 279,100 321,900

29 167,400 217,900 242,800 280,000 323,500

30 168,800 219,100 244,000 281,100 324,700
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31 170,300 220,100 245,200 282,100 326,000

32 171,800 220,900 246,300 283,100 327,200

33 173,100 221,500 247,400 283,800 328,300

34 174,800 222,500 248,400 284,700 329,200

35 176,500 223,600 249,500 285,600 330,300

36 178,200 224,700 250,500 286,700 331,400

37 179,900 225,200 251,600 287,300 332,500

38 181,300 226,300 252,500 288,200 333,600

39 183,000 227,400 253,500 289,100 334,600

40 184,500 228,400 254,500 290,000 335,600

41 185,800 229,200 255,500 290,600 336,600

42 187,200 230,200 256,700 291,600 337,600

43 188,500 231,200 257,600 292,600 338,600

44 189,900 232,100 258,900 293,500 339,600

45 191,400 233,000 259,600 294,200 340,500

46 192,700 233,900 260,600 295,100 341,500

47 194,100 234,700 261,700 296,000 342,500

48 195,500 235,400 262,600 296,900 343,500

49 196,800 236,300 263,700 297,600 344,400

50 197,900 237,300 264,700 298,200 345,300

51 199,000 238,300 265,800 298,900 346,200

52 200,200 239,300 266,500 299,700 347,000

53 201,300 240,300 267,200 300,300 347,800

54 202,400 241,300 268,000 301,100 348,600

55 203,300 242,000 269,000 301,800 349,400

56 204,400 242,700 270,000 302,500 350,100

57 205,500 243,500 270,800 303,200 350,800

58 206,400 244,400 271,800 303,900 351,600

59 207,400 245,300 272,900 304,700 352,400

60 208,400 246,000 273,900 305,400 353,100

61 209,500 246,800 274,900 306,000 353,800
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62 210,400 247,600 276,000 306,700 354,500

63 211,300 248,500 276,800 307,400 355,200

64 212,200 249,200 277,900 308,100 355,900

65 212,800 250,000 278,700 308,600 356,500

66 213,600 250,600 279,500 309,100 357,000

67 214,300 251,300 280,300 309,700 357,500

68 215,000 251,800 281,100 310,300 358,000

69 215,400 252,500 281,700 310,900 358,400

70 215,800 253,100 282,500 311,300

71 216,100 253,500 283,300 311,800

72 216,400 253,900 284,000 312,300

73 216,600 254,100 284,800 312,600

74 217,000 254,500 285,500 313,100

75 217,400 255,000 286,300 313,600

76 218,000 255,500 287,100 314,000

77 218,200 255,800 287,700 314,200

78 218,700 256,200 288,200 314,500

79 219,100 256,700 288,700 314,800

80 219,500 257,200 289,100 315,100

81 220,000 257,500 289,500 315,400

82 220,300 257,800 289,900 315,700

83 220,600 258,100 290,400 316,000

84 221,000 258,400 290,900 316,300

85 221,500 258,600 291,300 316,500

86 221,900 258,800 291,900 316,900

87 222,300 259,100 292,500 317,200

88 223,000 259,400 293,100 317,400

89 223,400 259,600 293,400 317,600

90 223,900 259,800 293,900 317,900

91 224,400 260,200 294,400 318,200

92 224,800 260,400 294,800 318,500
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93 225,100 260,700 295,200 318,700

94 225,500 261,100 295,700 319,000

95 225,900 261,400 296,200 319,300

96 226,200 261,700 296,700 319,500

97 226,500 261,900 297,000 319,700

98 226,900 262,200 297,400 320,000

99 227,300 262,400 297,900 320,300

100 227,700 262,700 298,400 320,500

101 228,100 263,000 298,800 320,700

102 228,500 263,200 299,200  

103 228,900 263,500 299,500  

104 229,300 263,800 299,800  

105 229,700 264,000 300,100  

106 230,200 264,200 300,500  

107 230,500 264,500 300,900  

108 230,900 264,700 301,300  

109 231,100 265,000 301,600  

110 231,500 265,300 302,000  

111 232,000 265,600 302,400  

112 232,400 265,800 302,700  

113 232,600 266,000 302,900  

114 233,100 266,300 303,200  

115 233,600 266,500 303,500  

116 234,100 266,700 303,700  

117 234,400 267,000 303,900  

118 234,800 267,300 304,200  

119 235,200 267,600 304,500  

120 235,600 267,900 304,700  

121 236,000 268,100 304,900  

122  268,300 305,200  

123  268,600 305,500  
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124  268,900 305,700  

125  269,100 305,900  

126  269,300 306,200  

127  269,600 306,500  

128  269,900 306,700  

129  270,100 306,900  

130  270,300 307,200  

131  270,600 307,500  

132  270,900 307,700  

133  271,100 307,900  

134  271,300   

135  271,600   

136  271,900   

137  272,100   

再任用職員  193,600 204,700 223,200 244,000 274,700

（瑞浪市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 瑞浪市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第１１号） 

の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「１００分の２１２．５」を「１００分の２２２．５」

に改める。 

 （瑞浪市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改

正） 

第３条 瑞浪市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平

成１７年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第９条第２項中「１００分の２１５」を「１００分の２２５」に改める。 

  別表第１の１の項中「３７５，０００」を「３７６，０００」に改める。 

 （瑞浪市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第４条 瑞浪市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第１９条第２項第１号中「１００分の１０５」を「１００分の１００」

に、「１００分の１２５」を「１００分の１２０」に改め、同項第２号中

「１００分の５０」を「１００分の４７．５」に、「１００分の６０」を
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「１００分の５７．５」に改める。 

（瑞浪市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第５条 瑞浪市特別職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正す

る。 

第５条第２項中「１００分の２２２．５」を「１００分の２１７．５」

に改める。 

 （瑞浪市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改

正） 

第６条 瑞浪市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一

部を次のように改正する。 

第９条第２項中「１００分の２２５」を「１００分の２２０」に改める。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条から第６条までの

規定は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定（瑞浪市職員の給与に関する条例（以下「給与条例」とい

う。）第１９条第２項の改正規定を除く。）による改正後の給与条例の規

定及び第３条の規定（瑞浪市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に

関する条例（以下「任期付職員条例」という。）第９条第２項の改正規定

を除く。）による改正後の任期付職員条例の規定は、令和４年４月１日か

ら適用する。 

３ 第１条の規定（給与条例第１９条第２項の改正規定に限る。）による改

正後の給与条例の規定、第２条の規定による改正後の瑞浪市特別職の職員

の給与に関する条例の規定及び第３条の規定（任期付職員条例第９条第２

項の改正規定に限る。）による改正後の任期付職員条例の規定は、令和４

年１２月１日から適用する。 

（給与の内払） 

４ 第１条の規定による改正後の給与条例の規定を適用する場合には、第１

条の規定による改正前の給与条例の規定に基づいて支給された給与は、第

１条の規定による改正後の給与条例の規定による給与の内払とみなす。 

５ 第２条の規定による改正後の瑞浪市特別職の職員の給与に関する条例の
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規定を適用する場合には、第２条の規定による改正前の瑞浪市特別職の職

員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された給与は、第２条の規定

による改正後の瑞浪市特別職の職員の給与に関する条例の規定による給与

の内払とみなす。 

６ 第３条の規定による改正後の任期付職員条例の規定を適用する場合には、

第３条の規定による改正前の任期付職員条例の規定に基づいて支給された

給与は、第３条の規定による改正後の任期付職員条例の規定による給与の

内払とみなす。 

（市の規則への委任） 

７ 附則第４項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必

要な事項は、市の規則で定める。 
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議第５５号 

 

   瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

 瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定するものとする。 

 

  令和４年１１月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正す

る条例 

（瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部改正） 

第１条 瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例（昭和５５年

条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「１００分の２１２．５」を「１００分の２２２．５」 

に改める。 

第２条 瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を次の

ように改正する。 

第５条第２項中「１００分の２２２．５」を「１００分の２１７．５」

に改める。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和５

年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に

関する条例（次項において「第１条改正後の議員報酬等条例」という。）

の規定は、令和４年１２月１日から適用する。 
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（期末手当の内払） 

３ 第１条改正後の議員報酬等条例の規定を適用する場合には、第１条の規

定による改正前の瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の

規定に基づいて支給された期末手当は、第１条改正後の議員報酬等条例の

規定による期末手当の内払とみなす。 
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議第５６号 

 

   瑞浪市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例の制定

について 

 

 瑞浪市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例を次のよう

に制定するものとする。 

 

  令和４年１１月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 

（瑞浪市職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第１条 瑞浪市職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第２４号）の一

部を次のように改正する。 

  題名の次に次の目次及び章名を付する。 

 目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条―第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条―第１１条） 

第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１２条・第１３条） 

第５章 雑則（第１４条） 

附則 

  第１章 総則 

  第１条中「第２６１号」の次に「。以下「法」という。」を加え、「第

２８条の２第１項から第３項まで及び第２８条の３」を「第２２条の４第

１項及び第２項、第２２条の５第１項、第２８条の２、第２８条の５、第

２８条の６第１項から第３項まで並びに第２８条の７」に改め、同条の次

に次の章名を加える。 
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  第２章 定年制度 

  第３条中「６０年」を「６５年」に改める。 

  第４条第１項中「次の各号のいずれかに該当する」を「次に掲げる事由

がある」に、「その職員に」を「同条の規定にかかわらず、当該職員に」

に、「その職員を当該職務」を「当該職員を当該定年退職日において従事

している職務」に、「引き続いて」を「、引き続き」に改め、同項各号列

記以外の部分に次のただし書を加える。 

ただし、第９条の規定により異動期間（同条第１項に規定する異動期

間をいう。以下この項及び次項において同じ。）（同条第１項又は第２ 

項の規定により延長された異動期間を含む。）を延長した職員であって、 

定年退職日において管理監督職（第６条に規定する職をいう。以下この

条及び次章において同じ。）を占めている職員については、第９条第１

項又は第２項の規定により当該異動期間を延長した場合であって、引き

続き勤務させることについて市長の承認を得たときに限るものとし、当

該期限は、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日の翌

日から起算して３年を超えることができない。 

第４条第１項第１号中「その職員」を「当該職員」に、「公務」を「生

ずる欠員を容易に補充することができず公務」に、「とき」を「こと」に

改め、同項第２号中「その職員」を「当該職員」に、「できないとき」を

「できず公務の運営に著しい支障が生ずること」に改め、同項第３号中「

その業務」を「当該業務」に、「その職員」を「当該職員」に、「とき」

を「こと」に改め、同条第２項中「前項の事由」を「前項各号に掲げる事

由」に、「存する」を「ある」に改め、「市長の承認を得て、」の次に「

これらの期限の翌日から起算して」を加え、同項ただし書中「その期限」

を「当該期限」に、「その職員」を「当該職員」に改め、「定年退職日」

の次に「（同項ただし書に規定する職員にあっては、当該職員が占めてい

る管理監督職に係る異動期間の末日）」を加え、同条第３項中「引き続い

て」を「引き続き」に改め、同条第４項中「任命権者は」の次に「、第１

項の規定により引き続き勤務することとされた職員及び第２項の規定によ

り期限が延長された職員について」を加え、「第１項の事由が存しなくな

った」を「第１項各号に掲げる事由がなくなった」に、「その期限を繰り
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上げて退職させることができる」を「当該期限を繰り上げるものとする」

に改める。 

  本則に次の３章を加える。 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、瑞浪市職員

の給与に関する条例（昭和３２年条例第１９号）第８条の３第１項に規

定する管理職手当の支給を受ける職員の職及び瑞浪市企業職員の給与の

種類及び基準に関する条例（昭和４１年条例第４８号）第４条第１項に

規定する管理職手当の支給を受ける職員の職とする。 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第２８条の２第２項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年

齢６０年とする。 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準） 

第８条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等

（以下この章において「他の職への降任等」という。）を行うに当たっ

ては、法第１３条、第１５条、第２３条の３、第２７条第１項及び第５

６条に定めるもののほか、次に掲げる基準を遵守しなければならない。 

（１） 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基

づき、降任又は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第

１０条において「降任等」という。）をしようとする職の属する職制

上の段階の標準的な職に係る法第１５条の２第１項第５号に規定する 

標準職務遂行能力（次条第３項において「標準職務遂行能力」という。 

）及び当該降任等をしようとする職についての適性を有すると認めら

れる職に、降任等をすること。 

（２） 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職

のうちできる限り上位の職制上の段階に属する職に、降任等をするこ

と。 

（３） 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めてい

た管理監督職が属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する 

管理監督職を占める職員（以下この号において「上位職職員」という。 
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）の他の職への降任等もする場合には、第１号に掲げる基準に従った

上での状況その他の事情を考慮してやむを得ないと認められる場合を

除き、上位職職員の降任等をした職が属する職制上の段階と同じ職制 

上の段階又は当該職制上の段階より下位の職制上の段階に属する職に、 

降任等をすること。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限

の特例） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員

について、次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管

理監督職に係る異動期間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年

齢に達した日の翌日から同日以後における最初の４月１日までの間をい

う。以下この章において同じ。）の末日の翌日から起算して１年を超え

ない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、当該異動 

期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第３項において同じ。） 

で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占める職員に、当

該管理監督職を占めたまま勤務をさせることができる。 

（１） 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものである

ため、当該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充す

ることができず公務の運営に著しい支障が生ずること。 

（２） 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、 

当該職員の他の職への降任等による欠員を容易に補充することができ

ず公務の運営に著しい支障が生ずること。 

（３） 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害と

なる特別の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により公務

の運営に著しい支障が生ずること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定に

より延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員に

ついて、前項各号に掲げる事由が引き続きあると認めるときは、市長の

承認を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を

超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、延長

された当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第４項
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において同じ。）で延長された当該異動期間を更に延長することができ

る。ただし、更に延長される当該異動期間の末日は、当該職員が占める

管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えること

ができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場

合を除き、他の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が

相互に類似する複数の管理監督職であって、これらの欠員を容易に補充

することができない年齢別構成その他の特別の事情がある管理監督職と

して市の規則で定める管理監督職をいう。以下この項において同じ。）

に属する管理監督職を占める職員について、当該特定管理監督職群に属

する管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係る標準職務遂行

能力及び当該管理監督職についての適性を有すると認められる職員（当

該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を除く。）の

数が当該管理監督職の数に満たない等の事情があるため、当該職員の他

の職への降任等により当該管理監督職に生ずる欠員を容易に補充するこ

とができず業務の遂行に重大な障害が生ずると認めるときは、当該職員

が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して１年を超

えない期間内で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占め

ている職員に当該管理監督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を

当該管理監督職が属する特定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、

若しくは転任することができる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの

規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める

職員について前項に規定する事由があると認めるとき（第２項の規定に 

より延長された当該異動期間を更に延長することができるときを除く。） 

、又は前項若しくはこの項の規定により異動期間（前３項又はこの項の

規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める

職員について前項に規定する事由が引き続きあると認めるときは、市長

の承認を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年

を超えない期間内で延長された当該異動期間を更に延長することができ

る。 
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（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第１０条 任命権者は、前条の規定により異動期間を延長する場合及び同

条第３項の規定により他の管理監督職に降任等をする場合には、あらか

じめ職員の同意を得なければならない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第１１条 任命権者は、第９条の規定により異動期間を延長した場合にお

いて、当該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅

したときは、他の職への降任等をするものとする。 

第４章 定年前再任用短時間勤務制 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

第１２条 任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用

される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤

職員が退職する場合を除く。）をした者（以下この条及び次条第１項に

おいて「年齢６０年以上退職者」という。）を、従前の勤務実績その他

の市の規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職（当該職

を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職

でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職員の１週間当た

りの通常の勤務時間に比し短い時間である職をいう。以下この条及び次

条第１項において同じ。）に採用することができる。ただし、年齢６０

年以上退職者がその者を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年退

職日相当日（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でそ

の職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合に

おける定年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この限りでな

い。 

第１３条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、市の規則で定める組

合の年齢６０年以上退職者を、従前の勤務実績その他の市の規則で定め

る情報に基づく選考により、短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。 

第５章 雑則 

  （雑則） 

第１４条 この条例の施行に関し必要な事項は、市の規則で定める。 
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附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、

附則に次の２項を加える。 

（定年に関する経過措置） 

２ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３条

の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同

条中「６５年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

３ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律

により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員を除く。以下この項

において同じ。）が年齢６０年に達する日の属する年度の前年度（以下

この項において「情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度」と

いう。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度に職員でな

かった者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末

日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び勤務の意思の確認

を行うべき年度の末日を経過することとなった職員（以下この項におい

て「末日経過職員」という。）を除く。）にあっては、当該職員が採用

された日から同日の属する年度の末日までの期間、末日経過職員にあっ

ては、当該職員の異動等の日が属する年度（当該日が年度の初日である

場合は、当該年度の前年度））において、当該職員に対し、当該職員が

年齢６０年に達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の内

容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後

における勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

（瑞浪市職員の分限に関する条例の一部改正） 

第２条 瑞浪市職員の分限に関する条例（昭和２９年条例第３９号）の一部

を次のように改正する。 

第１条中「及び第２８条第３項の規定に基づき、職員の意に反する休職

の事由、職員の意に反する降任、免職及び休職の手続及び効果並びに失職
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の例外に関し規定する」を「並びに第２８条第３項及び第４項の規定に基

づき、職員の分限に関し必要な事項を規定する」に改め、同条の次に次の

３条を加える。 

（降給の種類） 

第１条の２ 降給の種類は、降格（職員の意に反して、当該職員の職務の

級を同一の給料表（瑞浪市職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第 

１９号。以下「給与条例」という。）第３条に規定する給料表をいう。） 

の下位の職務の級に変更することをいい、降任に伴うものを除く。以下

同じ。）及び降号（職員の意に反して、当該職員の号給を同一の職務の

級の下位の号給に変更することをいう。以下同じ。）並びに法第２８条

の２第１項に規定する降給（同項本文の規定による他の職への転任によ

り現に属する職務の級より同一の給料表の下位の職務の級に分類されて 

いる職務を遂行することとなった場合において、降格することをいう。） 

とする。 

（降格の事由） 

第１条の３ 任命権者は、職員が降任により現に属する職務の級より同一

の給料表の下位の職務の級に分類されている職務を遂行することとなっ

た場合のほか、次の各号のいずれかに掲げる事由に該当し、必要がある

と認める場合は、当該職員を降格するものとする。この場合において、

第２号の規定により職員のうちいずれを降格させるかは、任命権者が、

勤務成績、勤務年数その他の事実に基づき、公正に判断して定めるもの

とする。 

（１） 次に掲げる事由のいずれかに該当する場合（職員が降任された

場合を除く。） 

ア 職員の能力評価又は業績評価の実施権者による確認が行われた全

体評語が最下位の段階である場合（次条において「定期評価の全体

評語が最下位の段階である場合」という。）その他勤務の状況を示

す事実に基づき勤務実績がよくないと認められる場合において、指

導その他の任命権者が定める措置を行ったにもかかわらず、なお勤

務実績がよくない状態が改善されないときであって、当該職員がそ

の職務の級に分類されている職務を遂行することが困難であると認
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められるとき。 

イ 任命権者が指定する医師２人によって心身の故障があると診断さ

れ、その故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない

ことが明らかな場合 

ウ 職員がその職務の級に分類されている職務を遂行することについ

ての適格性を判断するに足りると認められる事実に基づき、当該適

格性を欠くと認められる場合において、指導その他の任命権者が定

める措置を行ったにもかかわらず、当該適格性を欠く状態がなお改

善されないとき（ア及びイに掲げる場合を除く。）。 

（２） 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により職員の属する職

務の級の職の数に不足が生じた場合 

（降号の事由） 

第１条の４ 任命権者は、職員の定期評価の全体評語が最下位の段階であ

る場合その他勤務の状況を示す事実に基づき勤務実績がよくないと認め

られる場合であり、かつ、その職務の級に分類されている職務を遂行す

ることが可能であると認められる場合であって、指導その他の任命権者

が定める措置を行ったにもかかわらず、なお勤務実績がよくない状態が

改善されない場合において、必要があると認めるときは、当該職員を降

号するものとする。 

第２条の見出し中「免職及び休職」を「免職、休職及び降給」に改め、

同条第５項中「降任若しくは免職及び休職」を「降任、免職、休職及び降

給」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（受診命令に従う義務） 

第２条の２ 職員は、第１条の３第１号イに規定する診断を受けるよう命

ぜられた場合には、これに従わなければならない。 

附則に次の３項を加える。 

３ 給与条例附則第１８項の規定の適用を受ける職員に対する第１条の２

の規定の適用については、当分の間、同条中「とする」とあるのは、「

並びに瑞浪市職員の給与に関する条例附則第１８項の規定による降給と

する」とする。 

４ 第２条第５項の規定は、給与条例附則第１８項の規定による降給の場
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合には、適用しない。この場合において、同項の規定の適用を受ける職

員には、任命権者の定めるところにより、同項の規定の適用により給料

月額が異動することとなった旨の通知を行うものとする。 

５ 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条第１項に規定

する企業職員及び地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年

法律第２８９号）附則第５項の適用を受ける職員の降給については、こ

の条例の規定を準用する。 

（瑞浪市職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例の一部改正） 

第３条 瑞浪市職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例（昭和２９年条例

第４０号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「期間」の次に「、その発令の日に受ける」を加え、同条に後

段として次のように加える。 

この場合において、その減ずる額が現に受ける給料及びこれに対する

地域手当の合計額の１０分の１に相当する額を超えるときは、当該額を

減ずるものとする。 

（瑞浪市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第４条 瑞浪市職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第１９号）の一部

を次のように改正する。 

  第４条の２を削る。 

第５条第１項中「その者」を「当該職員」に、「地方公務員法第２９条」 

を「法第２９条」に改め、同条第２項及び第３項中「その者」を「当該職

員」に改め、同条に次の１項を加える。 

７ 法第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下

「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該定年前

再任用短時間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職

員の欄に掲げる基準給料月額のうち、前条第２項の規定により当該定年

前再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、勤務時間条例

第２条第３項の規定により定められた当該定年前再任用短時間勤務職員

の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得

た額とする。 

  第１１条第１項第１号中「「交通機関等」」を「この項から第３項まで
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において「交通機関等」」に、「「運賃等」」を「この項から第３項まで

において「運賃等」」に改め、同項第２号中「「自動車等」」を「この条

において「自動車等」」に改め、同条第２項第１号中「その者」を「当該

職員」に、「「運賃等相当額」」を「この項及び次項において「運賃等相

当額」」に、「「１か月当たりの運賃等相当額」」を「この号及び第３号

において「１か月当たりの運賃等相当額」」に改め、同項第２号中「再任

用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同項第３

号中「その者」を「当該職員」に改め、同条第３項中「以下「新幹線鉄道

等」」を「第１号及び次項において「新幹線鉄道等」」に、「以下同じ」

を「第１号及び次項において同じ」に改め、同項第１号中「その者」を「

当該職員」に改める。 

  第１４条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に、「第１項」を「前項」に改め、同条第４項中「（第２項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。）及び第３項」を「又は前項」

に改める。 

  第１８条第２項中「その者」を「当該職員」に、「割合」を「支給割合」 

に改め、同条第３項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

  第１９条第１項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第２項中「再

任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

  第１９条の３第２項中「第８条」を「第４条第３項、第４項、第５条第

１項から第６項まで、第８条」に、「再任用職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改める。 

  附則に次の７項を加える。 

１８ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後にお 

ける最初の４月１日（附則第２０項において「特定日」という。）以後、 

当該職員に適用される給料表の給料月額のうち、第４条第２項の規定に

より当該職員の属する職務の級並びに同条第３項、第４項、第５条第２

項及び第３項の規定により当該職員の受ける号給に応じた額に１００分

の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこ

れを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１
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００円に切り上げるものとする。）とする。 

１９ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

  （１） 臨時的任用職員その他の法律により任期を定めて任用される職

員及び常勤を要しない職員 

  （２） 瑞浪市職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第２４号）

第９条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する異動期間

（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含む。）を延長

された同条例第６条に規定する職を占める職員 

  （３） 瑞浪市職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規

定により勤務している職員（同条例第２条に規定する定年退職日にお

いて前項の規定が適用されていた職員を除く。） 

２０ 法第２８条の２第１項に規定する他の職への降任等をされた職員で

あって、当該他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第２２

項において「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適

用を受ける職員のうち、特定日に附則第１８項の規定により当該職員の

受ける給料月額（以下この項において「特定日給料月額」という。）が

異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を乗じ 

て得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、 

５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上

げるものとする。以下この項において「基礎給料月額」という。）に達

しないこととなる職員（市の規則で定める職員を除く。）には、当分の

間、特定日以後、附則第１８項の規定により当該職員の受ける給料月額

のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料と

して支給する。 

２１ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給

料月額との合計額が第４条第２項の規定により当該職員の属する職務の

級における最高の号給の給料月額を超える場合における前項の規定の適

用については、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあるのは、

「第４条第２項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の

号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

２２ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第１８
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項の規定の適用を受ける職員に限り、附則第２０項に規定する職員を除

く。）であって、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必

要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額

のほか、市の規則で定めるところにより、前２項の規定に準じて算出し

た額を給料として支給する。 

２３ 附則第２０項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附

則第１８項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して 

当該給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、 

当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、市の規則で定めるところ

により、前３項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

２４ 附則第１８項から前項までに定めるもののほか、附則第１８項の規

定による給料月額、附則第２０項の規定による給料その他附則第１８項

から前項までの規定の施行に関し必要な事項は、市の規則で定める。 

  別表第１再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用

短時間勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

１８

７，

７０

０ 

２１

５，

２０

０ 

２５

５，

２０

０ 

２７

４，

６０

０ 

２８

９，

７０

０ 

３１

５，

１０

０ 

３５

６，

８０

０ 

  別表第２再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用

短時間勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

１９３，

６００ 

２０４，

７００ 

２２３，

２００ 

２４４，

０００ 

２７４，

７００ 

（瑞浪市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条

例） 

-38-



第５条 瑞浪市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年条

例第４８号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「第２８条の５第１項若しくは第２８条の６第１項若し

くは第２項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（

平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された」を「第２２条

の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める」に改める。 

第１８条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同条中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項若しくは第２

８条の６第１項若しくは第２項」を「第２２条の４第１項若しくは第２２

条の５第１項若しくは第２項、地方公務員の育児休業等に関する法律第１

８条第１項」に改める。 

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される瑞浪市職員の処遇等に関する

条例の一部改正） 

第６条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される瑞浪市職員の処遇等に関

する条例（昭和６３年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第４号中「条例第２４号」の次に「。以下「定年等条例」

という。」を加え、同項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を

加える。 

（５） 定年等条例第９条の規定により異動期間（同条の規定により延

長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

 （瑞浪市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第７条 瑞浪市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

第２条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の

１号を加える。 

（３） 定年等条例第９条の規定により異動期間（同条の規定により延

長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

第１０条に次の１号を加える。 

（３） 定年等条例第９条の規定により異動期間（同条の規定により延

長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

第１８条第２号中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に、 
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「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。 

第１９条第１項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員等」に改める。 

  附則に次の１項を加える。 

４ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第

１０条に規定する育児短時間勤務（同法第１７条の規定による短時間勤

務を含む。）を行う職員に対する給与条例附則第１８項の規定の適用に

ついては、同項中「）とする。」とあるのは、「）に、瑞浪市職員の勤

務時間、休暇等に関する条例第２条第２項の規定により定められた当該

職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする。」とする。 

（瑞浪市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第８条 瑞浪市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第１号） 

の一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「第２８条の４第１項若しくは第２８条の５第１項又は

同法第２８条の６第１項若しくは第２項」を「第２２条の４第１項又は第

２２条の５第１項若しくは第２項」に、「同法第２８条の５第１項」を「

同法第２２条の４第１項」に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改める。 

第３条、第４条第２項、第１２条第１項第１号及び第１９条中「再任用

短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

（瑞浪市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正） 

第９条 瑞浪市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１４年条

例第６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第１号中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２８条の４第１項又は第２８条の６第１項の規定により採用された職員

を除く。）」を削り、同項第４号中「又は」を「、又は」に改め、同項中

第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

（５） 瑞浪市職員の定年等に関する条例第９条の規定により異動期間

（同条の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督

職を占める職員 
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（瑞浪市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第１０条 瑞浪市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年

条例第６号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

 （瑞浪市定年前に退職する意思を有する職員の募集等に関する条例の一部

改正） 

第１１条 瑞浪市定年前に退職する意思を有する職員の募集等に関する条例

（平成３１年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「１５年」を「２０年」に改める。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、

附則に次の１項を加える。 

２ 当分の間、第２条中「定年」とあるのは「瑞浪市職員の定年等に関す

る条例等の一部を改正する等の条例（令和４年条例第  号）による改

正前の瑞浪市職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第２４号）第

３条に規定する定年」と、「２０年」とあるのは「１５年」とする。 

（瑞浪市職員の再任用に関する条例の廃止） 

第１２条 瑞浪市職員の再任用に関する条例（平成１２年条例第４６号）は、 

廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第１１

条の規定は公布の日から施行する。 

（勤務延長に関する経過措置） 

第２条 任命権者は、施行日（この条例の施行の日をいう。以下同じ。）前

に第１条の規定による改正前の瑞浪市職員の定年等に関する条例（昭和５

９年条例第２４号。以下「旧定年等条例」という。）第４条第１項又は第

２項の規定により勤務することとされ、かつ、旧定年等条例勤務延長期限

（同条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長された期限をいう。

以下この項において同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下この項に

おいて「旧定年等条例勤務延長職員」という。）について、旧定年等条例

勤務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合にお
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いて、第１条の規定による改正後の瑞浪市職員の定年等に関する条例（以

下「新定年等条例」という。）第４条第１項各号に掲げる事由があると認

めるときは、市長の承認を得て、これらの期限の翌日から起算して１年を

超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期限は、当

該旧定年等条例勤務延長職員に係る旧定年等条例第２条に規定する定年退

職日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、

令和１１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において

同じ。）から基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新定年

等条例定年（新定年等条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）が 

基準日の前日における新定年等条例定年（基準日が施行日である場合には、 

施行日の前日における旧定年等条例第３条に規定する定年）を超える職及

びこれに相当する基準日以後に設置された職その他の市の規則で定める職

に、基準日から基準日の翌年の３月３１日までの間に新定年等条例第４条

第１項若しくは第２項の規定、地方公務員法の一部を改正する法律（令和

３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」という。）附則第３条第５項

又は前項の規定により勤務している職員のうち、基準日の前日において同

日における当該職に係る新定年等条例定年（基準日が施行日である場合に

は、施行日の前日における旧定年等条例第３条に規定する定年）に達して

いる職員（当該市の規則で定める職にあっては、市の規則で定める職員）

を、昇任し、降任し、又は転任することができない。 

３ 新定年等条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定によ

る勤務について準用する。 

（定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

第３条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後にお

ける最初の３月３１日（以下この条から附則第６条までにおいて「特定年

齢到達年度の末日」という。）までの間にある者であって、当該者を採用

しようとする常時勤務を要する職に係る旧定年等条例定年（旧定年等条例

第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）（施行日以後に新たに設置さ

れた職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあって

は、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧定
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年等条例定年に準じた当該職に係る年齢。次条第１項において同じ。）に

達している者を、従前の勤務実績その他の市の規則で定める情報に基づく

選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する

職に採用することができる。 

（１） 施行日前に旧定年等条例第２条の規定により退職した者 

（２） 旧定年等条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則

第３条第５項又は前条第１項の規定により勤務した後退職した者 

（３） ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を

除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日

までの間にある者 

（４） ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を

除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日

までの間に、旧地方公務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地

方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８

条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用

することをいう。）又は暫定再任用（この項若しくは次項、次条第１項

若しくは第２項、附則第５条第１項若しくは第２項又は附則第６条第１

項若しくは第２項の規定により採用することをいう。次項第６号におい

て同じ。）をされたことがある者  

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特

定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようと

する常時勤務を要する職に係る新定年等条例定年に達している者を、従前

の勤務実績その他の市の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超

えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することがで

きる。 

（１） 施行日以後に新定年等条例第２条の規定により退職した者 

（２） 施行日以後に新定年等条例第４条第１項又は第２項の規定により

勤務した後退職した者 

（３） 施行日以後に新定年等条例第１２条の規定により採用された者の

うち、令和３年改正法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務

員法」という。）第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことに
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より退職した者 

（４） 施行日以後に新定年等条例第１３条第１項の規定により採用され

た者のうち、新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地

方公務員法第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退

職した者 

（５） ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者

を除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する

日までの間にある者 

（６） ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者

を除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する

日までの間に、暫定再任用をされたことがある者 

３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えな

い範囲内で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の

規定により採用する者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年

齢到達年度の末日以前でなければならない。 

４ 暫定再任用職員（第１項若しくは第２項、次条第１項若しくは第２項、

附則第５条第１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の

規定により採用された職員をいう。以下この項及び次項、附則第１３条、

附則第１５条並びに附則第１６条において同じ。）の前項の規定による任

期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新直前の任期における勤務実績

が、当該暫定再任用職員の能力評価及び業績評価の全体評語その他勤務の

状況を示す事実に基づき良好である場合に行うことができる。 

５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当

該暫定再任用職員の同意を得なければならない。 

第４条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、組合（市の規則で定め

る組合をいう。次項及び附則第６条において同じ。）における前条第１項

各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であっ

て、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧定年等条例定

年に達している者を、従前の勤務実績その他の市の規則で定める情報に基

づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要

する職に採用することができる。 
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２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定による

ほか、組合における同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日

までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する

職に係る新定年等条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の市

の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を

定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第５条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわら

ず、附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日ま

での間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職（新

定年等条例第１２条に規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）に係

る旧定年等条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務

を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているもの

とした場合における旧定年等条例定年（施行日以後に新たに設置された短

時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時

間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとし

た場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務

が当該職と同種の職を占めているものとしたときにおける旧定年等条例定

年に準じた当該職に係る年齢）をいう。次条第１項において同じ。）に達

している者を、従前の勤務実績その他の市の規則で定める情報に基づく選

考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採

用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条 

の４第４項の規定にかかわらず、附則第３条第２項各号に掲げる者のうち、 

特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しよう

とする短時間勤務の職に係る新定年等条例定年相当年齢（短時間勤務の職

を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と

同種の職を占めているものとした場合における新定年等条例定年をいう。

次条第２項及び附則第１０条において同じ。）に達している者（新定年等

条例第１２条の規定により当該短時間勤務の職に採用することができる者

を除く。）を、従前の勤務実績その他の市の規則で定める情報に基づく選
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考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採

用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準

用する。 

第６条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第２２

条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規定

にかかわらず、組合における附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特

定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようと

する短時間勤務の職に係る旧定年等条例定年相当年齢に達している者を、

従前の勤務実績その他の市の規則で定める情報に基づく選考により、１年

を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することがで

きる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定による

ほか、新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員

法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、組合における附則第３条第２

項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であ

って、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新定年等条例定年

相当年齢に達している者（新定年等条例第１３条第１項の規定により当該

短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績

その他の市の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲

内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準

用する。 

（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢） 

第７条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる

職とする。 

（１） 施行日以後に新たに設置された職 

（２） 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定す

る職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧定年等条

例定年に準じた当該職に係る年齢とする。 
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（令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地

方公務員法第２２条の４第４項の条例で定める職及び年齢） 

第８条 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合

における令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用す

る新地方公務員法第２２条の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職

とする。 

（１） 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

（２） 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の 

 職 

２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合にお

ける令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新

地方公務員法第２２条の４第４項の条例で定める年齢は、前項に規定する

職が施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占

める職員が、常時勤務を要する職でその職務が前項に規定する職と同種の

職を占めているものとしたときにおける旧定年等条例定年に準じた前項に

規定する職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める

者及び職員） 

第９条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる

職のうち、当該職が基準日（附則第３条から第６条までの規定が適用され

る間における各年の４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この条にお

いて同じ。）の前日に設置されていたものとした場合において、基準日に

おける新定年等条例定年が基準日の前日における新定年等条例定年を超え

る職とする。 

（１） 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

（２） 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤

務の職を含む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する

職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日におけ

る当該職に係る新定年等条例定年に達している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定
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する職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日に

おける当該職に係る新定年等条例定年に達している職員とする。 

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置） 

第１０条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令

和１１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同

じ。）から基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新定年等

条例定年相当年齢が基準日の前日における新定年等条例定年相当年齢を超

える短時間勤務の職（基準日における新定年等条例定年相当年齢が新定年

等条例第３条に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及びこれに

相当する基準日以後に設置された短時間勤務の職その他の市の規則で定め

る短時間勤務の職（以下この条において「新定年等条例原則定年相当年齢

引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の前日までに新定年等条例第

１２条に規定する年齢６０年以上退職者となった者（基準日前から新定年

等条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職

をした者を含む。）のうち基準日の前日において同日における当該新定年

等条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新定年等条例定年相当

年齢に達している者（当該市の規則で定める短時間勤務の職にあっては、

市の規則で定める者）を、新定年等条例第１２条又は第１３条第１項の規

定により採用することができず、新定年等条例原則定年相当年齢引上げ短

時間勤務職に、新定年等条例第１２条又は第１３条第１項の規定により採

用された職員（以下この条において「定年前再任用短時間勤務職員」とい

う。）のうち基準日の前日において同日における当該新定年等条例原則定

年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新定年等条例定年相当年齢に達して

いる定年前再任用短時間勤務職員（当該市の規則で定める短時間勤務の職 

にあっては、市の規則で定める定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、 

降任し、又は転任することができない。 

（令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢） 

第１１条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、 

年齢６０年とする。 

（瑞浪市職員の給与に関する条例の一部改正に関する経過措置） 

第１２条 第４条の規定による改正後の瑞浪市職員の給与に関する条例（昭
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和３２年条例第１９号。以下「新給与条例」という。）附則第１８項から

第２４項までの規定は、令和３年改正法附則第３条第５項又は第６項の規

定により勤務している職員には適用しない。 

第１３条 暫定再任用職員（新地方公務員法第２２条の４第１項に規定する

短時間勤務の職を占める暫定再任用職員（以下この条において「暫定再任

用短時間勤務職員」という。）を除く。以下この項、次項及び第５項にお

いて同じ。）の給料月額は、当該暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤

務職員であるものとした場合に適用される新給与条例第３条第１項に規定

する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のう

ち、新給与条例第４条第２項の規定により当該暫定再任用職員の属する職

務の級に応じた額とする。 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１

０条第１項に規定する育児短時間勤務（同法第１７条の規定による短時間

勤務を含む。）をしている暫定再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「とする」とあるのは、「に、地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号）第１４条（第１７条において準用

する場合を含む。）の規定に基づき定められた当該暫定再任用職員の勤務 

時間を瑞浪市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第１号） 

第２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」

とする。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職

員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される新給

与条例第３条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項

に掲げる基準給料月額のうち、新給与条例第４条第２項の規定により当該

暫定再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、第８条の規定

による改正後の瑞浪市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条

例第１号。以下「新勤務時間条例」という。）第２条第３項の規定により

定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定

する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

４ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、 

新給与条例の規定を適用する。 
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５ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条

例第１８条第３項の規定を適用する。 

６ 新給与条例第１９条第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合にお

ける勤勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定

に係る同項の規定の適用については、同項第１号中「定年前再任用短時間

勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び地方公務員法の

一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第９条第２項に規定す

る暫定再任用職員（次号において「暫定再任用職員」という。）」と、同

項第２号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短

時間勤務職員及び暫定再任用職員」とする。 

７ 新給与条例第５条第１項から第６項まで、第８条、第９条、第１０条及

び第１５条の３の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

８ 前条及び前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員に関し必要な事項

は、市の規則で定める。 

（瑞浪市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に関する

経過措置） 

第１４条 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項、第５条第１項

から第４項まで、第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項から第４

項までの規定により採用された職員については、瑞浪市企業職員の給与の

種類及び基準に関する条例（昭和４１年条例第４８号）第５条、第６条、

第６条の３、第７条の２及び第１７条の規定は、適用しない。 

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される瑞浪市職員の処遇等に関する

条例の一部改正に関する経過措置） 

第１５条 第６条の規定による改正後の外国の地方公共団体の機関等に派遣

される瑞浪市職員の処遇等に関する条例（昭和６３年条例第２号）第２条

第２項第１号の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

２ 附則第２条第１項の規定による期限の延長をすることとされている職員

は、新定年等条例第４条第２項の規定により期限を延長することとされて

いる職員とみなして、第６条の規定による改正後の外国の地方公共団体の

機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の規定を適用する。 

（瑞浪市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に関する経過措
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置） 

第１６条 暫定再任用職員で新地方公務員法第２２条の４第１項に規定する

短時間勤務の職を占めるものは、新勤務時間条例第２条第３項に規定する

定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新勤務時間条例の規定を適用す

る。 

（瑞浪市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正に関する

経過措置） 

第１７条 第９条の規定による改正後の瑞浪市職員の公益的法人等への派遣

等に関する条例（平成１４年条例第６号）第２条第２項第１号の規定は、

令和３年改正法附則第９条第２項に規定する暫定再任用職員には適用しな

い。 

２ 附則第２条第１項の規定による期限の延長をすることとされている職員

は、新定年等条例第４条第２項の規定により期限を延長することとされて

いる職員とみなして、第９条の規定による改正後の瑞浪市職員の公益的法

人等への派遣等に関する条例の規定を適用する。 
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議第５７号 

 

   瑞浪市職員の高齢者部分休業に関する条例の制定について 

 

 瑞浪市職員の高齢者部分休業に関する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

  令和４年１１月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市職員の高齢者部分休業に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」 

という。）第２６条の３の規定に基づき、職員の高齢者部分休業に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（高齢者部分休業） 

第２条 高齢者部分休業の承認は、当該職員の１週間当たりの通常の勤務時

間の２分の１を超えない範囲内で、５分を単位として行うものとする。 

２ 法第２６条の３第１項の高年齢として条例で定める年齢は、６０歳とす

る。 

（高齢者部分休業取得中の給与） 

第３条 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、瑞浪市

職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第１９号）第１３条の規定にか

かわらず、その勤務しない１時間につき、給料の月額並びにこれに対する

地域手当、管理職手当及び初任給調整手当の月額の合計額に１２を乗じ、

その額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもので除して得た額を減

額して支給する。 

（承認の取消し又は休業時間の短縮） 

第４条 任命権者は、高齢者部分休業をしている職員の業務を処理するため
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の措置を講ずることが著しく困難となった場合で当該職員の同意を得たと

きは、高齢者部分休業の承認を取り消し、又は休業時間（高齢者部分休業

の承認を受けた１週間当たりの勤務しない時間をいう。以下同じ。）を短

縮することができる。 

（休業時間の延長） 

第５条 任命権者は、既に高齢者部分休業をしている職員から休業時間の延

長の申出があった場合で公務の運営に支障がないと認めるときは、当該職

員に係る休業時間の延長を承認することができる。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、 

規則で定める。  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（瑞浪市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

２ 瑞浪市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年条例第

４８号）の一部を次のように改正する。 

  第１５条第２項中「又は大学」を「、大学」に改め、「修学のため」の

次に「又は６０歳以上のため」を加える。 

 （瑞浪市職員の修学部分休業に関する条例の一部改正） 

３ 瑞浪市職員の修学部分休業に関する条例（平成３１年条例第３号）の一

部を次のように改正する。 

  第２条第２項中「３０分」を「５分」に改める。 

  第３条中「同条例第１６条に規定する勤務１時間当たりの給与額」を「

給料の月額並びにこれに対する地域手当、管理職手当及び初任給調整手当

の月額の合計額に１２を乗じ、その額を１週間当たりの勤務時間に５２を

乗じたもので除して得た額」に改める。 
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議第５８号 
 

瑞浪市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 
 

瑞浪市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように制定するものとする。 
 

令和４年１１月２８日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
 
 

瑞浪市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正する条例 
 瑞浪市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年条

例第２０号）の一部を次のように改正する。 
第２条第１項中「４９５人とし、種類は次のとおりとする」を「４００人

とし、その内訳は、次の各号に掲げる団員の種類に応じ、当該各号に定める

とおりとする」に改め、同項第１号中「４５０人」を「３５０人」に改め、

同項第２号中「４５人」を「５０人」に改める。 
附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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議第５９号 
 

指定管理者の指定について 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基

づく瑞浪市民図書館の指定管理者を次のとおり指定することについて、同条

第６項の規定により議会の議決を求める。 
 

令和４年１１月２８日 提出 
 
                   瑞浪市長 水 野 光 二 
 

 

１ 施設の名称    瑞浪市民図書館 
２ 指定管理者    瑞浪市稲津町小里１１２１番地の１ 
  の 名 称 等     特定非営利活動法人こまどり会 
             理事長 安 藤  昇 
３ 指定の期間    令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
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議第６０号 

 

指定管理者の指定について 

  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基

づく瑞浪市自然ふれあい館の指定管理者を次のとおり指定することについて、

同条第６項の規定により議会の議決を求める。 

  

令和４年１１月２８日 提出 

  

                   瑞浪市長 水 野 光 二 

  

 

１ 施設の名称    瑞浪市自然ふれあい館 

２ 指定管理者    瑞浪市釜戸町２６７３番地の１ 

  の 名 称 等     釜戸町まちづくり推進協議会 

             会長 足 立 弘 文 

３ 指定の期間    令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
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議第６１号 
 

東濃西部広域行政事務組合の共同処理する事務の変更及びこれに伴う

規約の変更について 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、

東濃西部広域行政事務組合の共同処理する事務を変更し、規約を次のとおり

変更することについて、同法第２９０条の規定により議会の議決を求める。 
 
  令和４年１１月２８日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
 
 
   東濃西部広域行政事務組合規約の一部を改正する規約 

東濃西部広域行政事務組合規約（昭和４７年岐阜県指令地第７７６号）の

一部を次のように改正する。 
第３条第７号中「及び恵那市」を「、恵那市及び東濃中部病院事務組合」

に改める。 
   附 則 

この規約は、令和５年４月１日から施行する。 

-57-



議第６２号 
 

土岐市及び瑞浪市休日急病診療所組合規約の変更について 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、

土岐市及び瑞浪市休日急病診療所組合規約を次のとおり変更することについ

て、同法第２９０条の規定により議会の議決を求める。 
 
  令和４年１１月２８日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
 
 
   土岐市及び瑞浪市休日急病診療所組合規約の一部を改正する規約 

土岐市及び瑞浪市休日急病診療所組合規約（昭和５４年岐阜県指令地第２

２９号）の一部を次のように改正する。 
本則に次の１条を加える。 

 （組合の解散） 
第９条 組合の解散があった場合においては、東濃中部病院事務組合がその

事務を承継する。 
２ 前項の場合において、管理者が調製した決算については、東濃中部病院

事務組合の管理者においてこれを東濃中部病院事務組合の監査委員の審査

に付し、その意見を付けて東濃中部病院事務組合の議会の認定に付するこ

ととする。 
   附 則 

この規約は、岐阜県知事の許可のあった日から施行する。 
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議第６３号 
 

土岐市及び瑞浪市休日急病診療所組合の解散について 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８８条の規定により、土岐市

及び瑞浪市休日急病診療所組合を次のとおり解散することについて、同法第

２９０条の規定により議会の議決を求める。 
 
  令和４年１１月２８日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
 
 
１ 解散の期日 

令和５年３月３１日をもって解散するものとする。 
 
２ 解散の理由 

共同処理する事務のより一層の充実、効率化を目指して、令和５年４月１

日に東濃中部病院事務組合にその事務を承継させるため、土岐市及び瑞浪市

休日急病診療所組合を解散しようとするものである。 
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議第６４号 
 

土岐市及び瑞浪市休日急病診療所組合の解散に伴う財産処分について 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８９条の規定により、土岐市

及び瑞浪市休日急病診療所組合の解散に伴う財産処分を、次のとおり関係市

と協議のうえ定めることについて、同法第２９０条の規定により議会の議決

を求める。 
 
  令和４年１１月２８日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
 
 

土岐市及び瑞浪市休日急病診療所組合を解散することに伴い、同組合の財

産をすべて東濃中部病院事務組合へ帰属させるものとする。 
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議第６５号  
 
   東濃中部病院事務組合の共同処理する事務の変更及びこれに伴う規

約の変更について  
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、

東濃中部病院事務組合の共同処理する事務を変更し、規約を次のとおり変

更することについて、同法第２９０条の規定により議会の議決を求める。  
 

令和４年１１月２８日提出  
 
                  瑞浪市長 水 野 光 二    
 
 
   東濃中部病院事務組合規約の一部を改正する規約  
 東濃中部病院事務組合規約（令和３年岐阜県指令市町村第１０２号）の

一部を次のように改正する。  
 第３条に次の１号を加える。  

（３） 休日等における応急的な医療の提供に関する事務  
   附 則  
 この規約は、令和５年４月１日から施行する。  
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議第６６号 

 

   東濃５市消防通信指令事務協議会の設置について 

 

 多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市及び土岐市において共同して消防通

信指令事務を管理し、及び執行するため、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２５２条の２の２第１項の規定に基づき、次のように規約を定め、

東濃５市消防通信指令事務協議会を設置するものとする。 

 

  令和４年１１月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   東濃５市消防通信指令事務協議会規約 

 （協議会の目的） 

第１条 この協議会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条

の２の２第１項の規定に基づき、消防通信指令に関する事務を消防通信指

令施設において共同して管理し、及び執行することにより、複雑多様化す

る消防需要に広域的に対応し、もって消防事務の高度化による消防力の強

化を図ることを目的とする。 

 （協議会等の名称） 

第２条 協議会は、東濃５市消防通信指令事務協議会（以下「協議会」とい

う。）という。 

２ 消防通信指令に関する事務を共同して管理し、及び執行する施設は、東

濃５市消防指令センターという。 

 （協議会を設ける市） 

第３条 協議会は、多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市及び土岐市（以下

「関係市」という。）が、これを設ける。 

 （協議会の担任する事務） 

第４条 協議会は、関係市の区域における災害通報の受信、出動指令、通信
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統制及び情報の収集伝達の事務（以下「担任事務」という。）を管理し、

及び執行する。 

 （協議会の事務所） 

第５条 協議会の事務所は、瑞浪市北小田町２丁目１７６番地の２東濃５市

消防指令センター内に置く。 

 （協議会の組織） 

第６条 協議会は、会長及び委員９人をもってこれを組織する。 

 （会長） 

第７条 会長は、関係市の消防長の職にある者（以下「各消防長」という。） 

のうちから、関係市の長が、その協議により選任する。 

２ 会長は、非常勤とする。 

 （委員） 

第８条 委員は、各消防長（会長である者を除く。）及び各消防長が指名す

る者のうちから、関係市の長が、その協議により選任する。 

２ 委員は、非常勤とする。 

 （会長の職務代理） 

第９条 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長

が指定した委員が会長の職務を代理する。 

 （職員） 

第１０条 担任事務に従事する職員（以下「職員」という。）の定数及び当

該定数の関係市間における配分については、関係市の長が協議により、こ

れを定める。 

２ 各消防長は、それぞれの消防職員のうちから、当該消防長が所属する市

の長の承認を得て、前項の規定により配分された定数の職員を選任するも

のとする。 

３ 会長は、職員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき、

又は職員に職務上の義務違反その他職員たるに適しない非行があると認め

るときは、当該職員を選任した消防長の職にある者に意見を聴き、その解

任を求めることができる。 

 （事務処理のための組織） 

第１１条 会長は、協議会の会議（以下「会議」という。）を経て、担任事
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務を処理するために必要な組織を設けることができる。 

 （会議） 

第１２条 会議は、担任事務の管理及び執行に関する基本的な事項を決定す

る。 

 （会議の招集） 

第１３条 会議は、会長がこれを招集する。 

２ 会長は、委員の３分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、

これを招集しなければならない。 

３ 会議の開催の日時及び場所は、会議に付議すべき事項とともに、会長が

あらかじめこれを委員に通知しなければならない。 

 （会議の運営） 

第１４条 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことがで

きない。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会議で定める。 

 （関係市の長等の名においてする事務の管理及び執行） 

第１５条 協議会は、担任事務を関係市の長又は消防長の名において管理し、 

及び執行する場合においては、当該担任事務に関する瑞浪市の条例等（条

例、規則その他の規程をいう。以下同じ。）を関係市の当該担任事務に関

する条例等とみなして、当該担任事務をその定めるところにより管理し、

及び執行するものとする。 

２ 瑞浪市は、担任事務に関する条例等を制定し、又は改廃しようとする場

合においては、あらかじめ関係市（瑞浪市を除く。次項及び次条第３項に

おいて同じ。）と協議しなければならない。 

３ 瑞浪市長は、担任事務に関する条例等が制定され、又は改廃された場合

においては、その旨を関係市の長及び会長に通知しなければならない。 

 （経費の支弁の方法） 

第１６条 担任事務の管理及び執行に要する経費は、関係市が負担する。 

２ 前項の規定により関係市が負担すべき額は、別に定める負担割合による

ものとする。 

３ 関係市は、前項の規定による負担金を、瑞浪市に納付しなければならな
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い。 

 （財産の取得、管理及び処分の方法） 

第１７条 担任事務の用に供する財産は、関係市が協議して取得し、又は処

分するものとし、当該財産の管理は、協議会がこれを行う。 

２ 協議会は、前項の財産の管理を行う場合においては、当該管理に関する

瑞浪市の条例等を関係市の当該管理に関する条例等とみなして、当該管理

をその定めるところにより行うものとする。 

３ 第１５条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による財産の管理につ

いて準用する。この場合において、第１５条第２項及び第３項の規定中「

担任事務」とあるのは「担任事務の用に供する財産の管理」と読み替える

ものとする。 

 （その他の財務に関する事項） 

第１８条 この規約に定めるもののほか、協議会の財務に関しては、地方自

治法に定める普通地方公共団体の財務に関する手続の例による。 

 （協議会の解散の場合の措置） 

第１９条 協議会が解散した場合における担任事務の承継については、関係

市が協議して定める。 

 （協議会の規程） 

第２０条 協議会は、この規約に定めるもののほか、担任事務の管理及び執

行その他協議会に関して必要な事項について規程を設けることができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この規約は、令和４年１２月６日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この規約の施行の日から令和８年３月３１日までの期間においては、 

第４条の規定中「の事務」とあるのは「の準備に関する事務」とする。 

２ 前項に規定する期間において、第５条の規定にかかわらず、同条中「瑞

浪市北小田町２丁目１７６番地の２東濃５市消防指令センター」とあるの

は、「瑞浪市土岐町１１２番地の１瑞浪市消防本部」とする。 
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議第６７号  
 

令和４年度瑞浪市一般会計補正予算（第９号） 
 
 令和４年度瑞浪市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところに

よる。 
（債務負担行為の補正） 

第１条 既定の債務負担行為の追加は、「第１表 債務負担行為補正」によ

る。 
 

令和４年１１月２８日 提出  
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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第 １ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正

　（追加） （単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和５年度まで

５５,０００

令和４年度から
令和５年度まで

１２,６００

令和４年度から
令和５年度まで

６５０
東 濃 ５ 市 消 防 指 令 セ ン タ ー
シ ス テ ム 設 計 委 託 料 （ 単 独 分 ）

事　　　　　　　　　　項

東 濃 ５ 市 消 防 指 令 セ ン タ ー 建 設 設 計 委 託 料

東 濃 ５ 市 消 防 指 令 セ ン タ ー
シ ス テ ム 設 計 委 託 料 （ 共 通 分 ）

-67-



議第６８号  
 

令和４年度瑞浪市一般会計補正予算（第１０号）  
 
 令和４年度瑞浪市の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところ

による。  
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１１，６００千円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１７，５７７，７００

千円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定に

よる継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」による。  
（繰越明許費の補正） 

第３条 既定の繰越明許費の追加は、「第３表 繰越明許費補正」による。  
（債務負担行為の補正） 

第４条 既定の債務負担行為の追加は、「第４表 債務負担行為補正」によ

る。 
（地方債の補正）  

第５条 既定の地方債の追加、廃止及び変更は、「第５表 地方債補正」に

よる。 
 

令和４年１１月２８日 提出  
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

11 地 方 交 付 税 ３，５２４，８４２ ２００，３２３ ３，７２５，１６５

1 地方交付税 ３，５２４，８４２ ２００，３２３ ３，７２５，１６５

15 国 庫 支 出 金 ２，４６１，００５ ６６，３５６ ２，５２７，３６１

1 国庫負担金 １，３８６，３２１ １０，４０３ １，３９６，７２４

2 国庫補助金 １，０６５，１６３ ５６，７５４ １，１２１，９１７

3 委 託 金 ９，５２１ △８０１ ８，７２０

16 県 支 出 金 １，０５３，１２０ １０，２７５ １，０６３，３９５

1 県 負 担 金 ５９０，２７３ ５，２０１ ５９５，４７４

2 県 補 助 金 ３６９，９４０ ５，０７４ ３７５，０１４

17 財 産 収 入 ７８，８４６ ７，１１１ ８５，９５７

1
財 産
運 用 収 入

７６，６２５ ５９６ ７７，２２１

2
財 産
売 払 収 入

２，２２１ ６，５１５ ８，７３６

18 寄 附 金 ２５０，１６０ ２０，３６０ ２７０，５２０

1 寄 附 金 ２５０，１６０ ２０，３６０ ２７０，５２０

19 繰 入 金 １，３２８，３４７ △１９４，７２５ １，１３３，６２２

1 基金繰入金 １，２９９，４９４ △１８８，５３３ １，１１０，９６１

2
財 産 区
繰 入 金

２８，８５３ △６，１９２ ２２，６６１

21 諸 収 入 ２８５，８５１ ４，４００ ２９０，２５１

4 雑 入 １７５，０８２ ４，４００ １７９，４８２

22 市 債 ７８４，３００ △２，５００ ７８１，８００

1 市 債 ７８４，３００ △２，５００ ７８１，８００

歳　　入　　合　　計 １７，４６６，１００ １１１，６００ １７，５７７，７００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 総 務 費 ３，０３６，５４８ ６４，１２９ ３，１００，６７７

1 総務管理費 ２，６１０，５３９ ７３，８２１ ２，６８４，３６０

3
戸 籍 住 民
基本台帳費

１１７，０３２ △３，５００ １１３，５３２

4 選 挙 費 ８２，３０４ △６，１９２ ７６，１１２

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 民 生 費 ５，５４３，０８９ １５，８８９ ５，５５８，９７８

1 社会福祉費 ２，９９９，８０６ ５１，３０１ ３，０５１，１０７

2 児童福祉費 ２，３１９，１０１ △３５，４１２ ２，２８３，６８９

4 衛 生 費 １，８０５，３１５ １２，３２０ １，８１７，６３５

1 保健衛生費 ８１４，５８９ １０，０９５ ８２４，６８４

2 清 掃 費 ８６６，５０６ ５，６００ ８７２，１０６

3 環 境 費 １２４，２２０ △３，３７５ １２０，８４５

5 労 働 費 １４，９３０ ５００ １５，４３０

1 労 働 諸 費 １４，９３０ ５００ １５，４３０

6 農林水産業費 ５４６，４８４ １８，１００ ５６４，５８４

1 農 業 費 ４９６，７８９ １８，１００ ５１４，８８９

7 商 工 費 ７８１，１０２ △６８，０００ ７１３，１０２

1 商 工 費 ７８１，１０２ △６８，０００ ７１３，１０２

8 土 木 費 １，３５９，４６４ △１２，０９０ １，３４７，３７４

1 土木管理費 ５４，６９６ １，９００ ５６，５９６

2 道路橋梁費 ７８４，０８６ ６７，９２４ ８５２，０１０

3 河 川 費 １８８，６０８ △８７，０００ １０１，６０８

4 都市計画費 ２３０，８１１ ４，７８６ ２３５，５９７

5 住 宅 費 １０１，２６３ ３００ １０１，５６３

9 消 防 費 ６１３，５２９ △５，６９１ ６０７，８３８

1 消 防 費 ６１３，５２９ △５，６９１ ６０７，８３８

10 教 育 費 １，５０１，７１４ ６８，０４３ １，５６９，７５７

1 教育総務費 ２９１，１２９ △７，９８９ ２８３，１４０

2 小 学 校 費 １８５，６６５ ７０，９３２ ２５６，５９７

3 中 学 校 費 １６１，４８２ △１，６４４ １５９，８３８

4 幼 稚 園 費 １９１，６５３ △９，６００ １８２，０５３

5 社会教育費 ３８７，８８７ １，５３２ ３８９，４１９

6 保健体育費 ２８３，８９８ １４，８１２ ２９８，７１０

13 諸 支 出 金 ５１７，７０４ １８，４００ ５３６，１０４

1 公営企業費 ５１７，７０４ １８，４００ ５３６，１０４

歳　　出　　合　　計 １７，４６６，１００ １１１，６００ １７，５７７，７００
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第 ２ 表　　継　続　費

（単位：千円）

事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

令和４年度 0

令和５年度 107,900

令和６年度 159,500

2 道路橋梁費
工 場 用 地 造 成 関 連
道 路 整 備 事 業

267,400

款 項

8 土 木 費
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第 ３ 表　　繰 越 明 許 費 補 正

　（追加） （単位：千円）

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁費 １８９,０００

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画費 １１,５００

１０ 教 育 費 ２ 小 学 校 費 ７０,０００

１０ 教 育 費 ５ 社 会 教 育費 １,７５０釜 戸 公 民 館 空 調 改 修 事 業

金　　　　額

狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業

款 項 事　　　　業　　　　名

市 道 等 整 備 交 付 金 事 業

瑞 浪 小 学 校 改 修 事 業
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第 ４ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正

　（追加） （単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和５年度まで

２,５００

令和４年度から
令和５年度まで

１,３００

令和４年度から
令和５年度まで

８,１００

令和４年度から
令和５年度まで

１７６

令和４年度から
令和５年度まで

１４８

令和４年度から
令和５年度まで

６００

令和４年度から
令和５年度まで

６,６００

令和４年度から
令和５年度まで

２,３００

令和４年度から
令和５年度まで

２,２００

令和４年度から
令和５年度まで

１,５００

令和４年度から
令和５年度まで

７１９

令和４年度から
令和５年度まで

５４９

令和４年度から
令和５年度まで

２１２

令和４年度から
令和５年度まで

７５９

令和４年度から
令和５年度まで

１８,５００

令和４年度から
令和５年度まで

５００

令和４年度から
令和５年度まで

１,４００

令和４年度から
令和５年度まで

９００

令和４年度から
令和５年度まで

５００

指 定 物 品 等 購 入 費

県 域 統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ シ ス テ ム 使 用 料

郵 便 料 金 計 器 保 守 点 検 業 務 委 託 料

両 面 印 刷 機 保 守 委 託 料

入 札 参 加 資 格 審 査 業 務 共 同
ア ウ ト ソ ー シ ン グ 業 務 委 託 料

広 報 み ず な み 印 刷 製 本 費

広 報 み ず な み 梱 包 委 託 料

事　　　　　　　　　　項

定 例 会 等 会 議 録 作 成 委 託 料

議 会 広 報 印 刷 製 本 費

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）

広 報 み ず な み 配 布 委 託 料

市 勢 要 覧 作 成 業 務 委 託 料

庁 舎 自 家 用 電 気 工 作 物
保 守 点 検 業 務 委 託 料

庁 舎 足 拭 き マ ッ ト 等 賃 借 料

庁 舎 観 葉 植 物 賃 借 料

電 話 設 備 保 守 点 検 業 務 委 託 料

瑞 浪 市 公 式 ホ ー ム ペ ー ジ 保 守 委 託 料

メ ー ル マ ガ ジ ン 配 信 シ ス テ ム 使 用 料

多 言 語 翻 訳 ソ フ ト 使 用 料
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（単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和９年度まで

７００

令和４年度から
令和５年度まで

１,４００

令和４年度から
令和５年度まで

４００

令和４年度から
令和５年度まで

７,１００

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄 附 金 寄 附 額 の 40 ％
及 び 寄 附 者 へ の
配 送 料 の 合 計 額

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄附金寄附額の12％に
消費税相当額を加えた
額、 寄附者への返礼品
及 び 配 送 料 の 合 計 額

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄 附 金 寄 附 額 の 4 ％ に
消費税相当額を加えた
額、 寄附者への返礼品
及 び 配 送 料 の 合 計 額

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄附金寄附額の1％の額

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄 附 金 寄 附 額 の 1 ％ に
消費税相当額を加えた
額及び基本料の合計額

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄 附 金 寄 附 額 の 2.5 ％
又 は 3.5 ％ に 消 費 税
相 当 額 を 加 え た 額
及 び 基 本 料 の 合 計 額

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄 附 金 受 付 件 数 に
137円/件又は161円/件
を 乗 じ て 得 た 額 に
消費税相当額を加えた額

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄附金寄附額の10％に
消費税相当額を加えた額

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄 附 金 寄 附 額 の 9 ％ に
消費税相当額を加えた額

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄 附 金 寄 附 額 の 10 ％
又 は 12 ％ の 合 計 額 に
消費税相当額を加えた額

令和４年度から
令和５年度まで

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄 附 金 寄 附 額 の 8 ％ に
消費税相当額を加えた額

令和４年度から
令和５年度まで

２００

令和４年度から
令和５年度まで

３３０

令和４年度から
令和５年度まで

３７０

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
受 付 等 シ ス テ ム 利 用 料 （ Ｄ ）

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
受 領 証 明 書 等 送 付 代 行 手 数 料

電 子 預 貯 金 等 調 査 シ ス テ ム 使 用 料

住 民 税 申 告 受 付 支 援 シ ス テ ム 保 守 委 託 料

総 合 行 政 情 報 シ ス テ ム 保 守 委 託 料
（ 住 民 税 年 金 特 別 徴 収 分 ）

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
受 付 等 シ ス テ ム 利 用 料 （ Ｃ ）

事　　　　　　　　　　項

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
収 納 代 行 事 務 等 手 数 料 （ Ｃ ）

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
受 付 等 シ ス テ ム 利 用 料 （ Ａ ）

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
受 付 等 シ ス テ ム 利 用 料 （ Ｂ ）

自 動 釣 銭 機 保 守 委 託 料

オ ン ラ イ ン 申 請 シ ス テ ム 使 用 料

総 合 案 内 型 Ａ Ｉ チ ャ ッ ト
ボ ッ ト サ ー ビ ス 使 用 料

Ｒ Ｐ Ａ 及 び Ａ Ｉ － Ｏ Ｃ Ｒ ツ ー ル 使 用 料

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
返 礼 品 管 理 等 手 数 料 （ Ａ ）

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
返 礼 品 管 理 等 手 数 料 （ Ｂ ）

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
返 礼 品 管 理 等 手 数 料 （ Ｃ ）

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
収 納 代 行 事 務 等 手 数 料 （ Ａ ）

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
収 納 代 行 事 務 等 手 数 料 （ Ｂ ）
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（単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和５年度まで

１００

令和４年度から
令和５年度まで

５２

令和４年度から
令和５年度まで

７１

令和４年度から
令和５年度まで

３３

令和４年度から
令和５年度まで

２６４

令和４年度から
令和５年度まで

３００

令和４年度から
令和５年度まで

６,７５０

令和４年度から
令和５年度まで

２,０００

令和４年度から
令和５年度まで

２００

令和４年度から
令和５年度まで

４００

令和４年度から
令和５年度まで

１２,０００

令和４年度から
令和５年度まで

５０

令和４年度から
令和５年度まで

１,６７９

令和４年度から
令和５年度まで

２５０

令和４年度から
令和５年度まで

１,６７９

令和４年度から
令和５年度まで

１,２００

令和４年度から
令和５年度まで

３３０

令和４年度から
令和５年度まで

２９２

令和４年度から
令和５年度まで

３,０００

令和４年度から
令和５年度まで

２,９０４

高 齢 者 移 送 サ ー ビ ス 業 務 委 託 料

高 齢 者 中 核 機 関 運 営 業 務 委 託 料

在 宅 老 人 短 期 入 所 委 託 料

障 害 者 中 核 機 関 運 営 業 務 委 託 料

障 害 者 意 思 疎 通 支 援 事 業 委 託 料

母 子 健 康 手 帳 ア プ リ 使 用 料

県 議 会 議 員 選 挙 投 票 用 紙
読 取 分 類 機 設 定 等 業 務 委 託 料

県 議 会 議 員 選 挙 投 票 用 紙 交 付 機 ・
計 数 機 ・ 読 取 分 類 機 点 検 委 託 料

生 活 困 窮 者 自 立 支 援 事 業 委 託 料

子 育 て 短 期 支 援 事 業 委 託 料

ひ と り 親 家 庭 学 習 支 援 事 業 委 託 料

幼 児 園 Ｉ Ｃ Ｔ シ ス テ ム 使 用 料

行 政 フ ァ ッ ク ス 保 守 委 託 料

戸 籍 電 子 書 籍 閲 覧 サ ー ビ ス 使 用 料

戸 籍 シ ス テ ム ク ラ ウ ド 利 用 料

県 議 会 議 員 選 挙 ポ ス タ ー 掲 示 場
設 置 、 管 理 及 び 撤 去 業 務 委 託 料

住 基 ネ ッ ト 統 合 端 末 機 器 保 守 委 託 料

事　　　　　　　　　　項

マ イ ナ ン バ ー カ ー ド 等 裏 書
プ リ ン タ ー 保 守 委 託 料

Ｉ Ｃ 旅 券 用 交 付 窓 口 端 末 機 保 守 委 託 料

戸 籍 事 務 遠 隔 入 力 業 務 委 託 料
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（単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和５年度まで

４１

令和４年度から
令和５年度まで

１,３００

令和４年度から
令和５年度まで

１４,０００

令和４年度から
令和５年度まで

４,５００

令和４年度から
令和５年度まで

１０４,０００

令和４年度から
令和５年度まで

１０４,０００

令和４年度から
令和５年度まで

８２,０００

令和４年度から
令和５年度まで

３９６

令和４年度から
令和５年度まで

２９,３２８

令和４年度から
令和５年度まで

６２４

令和４年度から
令和５年度まで

２４１

令和４年度から
令和５年度まで

１,７８８

令和４年度から
令和５年度まで

３０,０００

令和４年度から
令和５年度まで

１９０

令和４年度から
令和５年度まで

４,６００

令和４年度から
令和５年度まで

３,０００

令和４年度から
令和５年度まで

１,５００

令和４年度から
令和５年度まで

２,２００

令和４年度から
令和５年度まで

３４,０００

令和４年度から
令和５年度まで

１８５,０００

不 燃 物 最 終 処 分 場 浸 出 水
処 理 施 設 管 理 業 務 委 託 料

不 燃 物 最 終 処 分 場 浸 出 水
処 理 施 設 設 備 診 断 業 務 委 託 料

不 燃 物 最 終 処 分 場
不 燃 物 選 別 ・ 受 付 業 務 委 託 料

不 燃 物 最 終 処 分 場 浸 出 水 及 び
地 下 水 水 質 検 査 業 務 委 託 料

焼 却 施 設 溶 融 炉 燃 料 費 （ Ｌ Ｐ ガ ス ）

幼 児 園 給 食 栄 養 管 理 シ ス テ ム 保 守 委 託 料

衛 生 害 虫 等 の 生 息 調 査
及 び 防 除 業 務 委 託 料

事　　　　　　　　　　項

生 活 保 護 レ セ プ ト 点 検 委 託 料

妊 産 婦 健 康 診 査 委 託 料

健 康 管 理 シ ス テ ム 使 用 料

中 京 こ ど も 園 入 所 児 童 委 託 料

管 外 保 育 所 入 所 委 託 料

病 児 ・ 病 後 児 保 育 事 業 委 託 料

千 寿 の 里 愛 保 育 園 入 所 児 童 委 託 料

産 後 ケ ア 業 務 委 託 料

ご み 袋 購 入 費

焼 却 施 設 管 理 運 営 委 託 料

健 康 づ く り 計 画 策 定 業 務 委 託 料

資 源 ・ ご み 分 別 ア プ リ 使 用 料

せ い わ 保 育 園 入 所 児 童 委 託 料
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（単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和５年度まで

３,３００

令和４年度から
令和５年度まで

５１,４００

令和４年度から
令和５年度まで

４１,０００

令和４年度から
令和５年度まで

２２

令和４年度から
令和５年度まで

３,２５９

令和４年度から
令和５年度まで

１６５

令和４年度から
令和５年度まで

２,５００

令和４年度から
令和８年度まで

２０,０００

令和４年度から
令和５年度まで

３００

令和４年度から
令和５年度まで

２,４００

令和４年度から
令和５年度まで

１００,０００

令和４年度から
令和５年度まで

３４３

令和４年度から
令和５年度まで

９９０

令和４年度から
令和５年度まで

１６５

令和４年度から
令和５年度まで

２３,０００

令和４年度から
令和５年度まで

４,０００

令和４年度から
令和５年度まで

８０

令和４年度から
令和５年度まで

１１５

令和４年度から
令和５年度まで

６６０

令和４年度から
令和５年度まで

８００

釜 戸 駅 乗 車 券 販 売 業 務 委 託 料

市 道 等 草 刈 等 業 務 委 託 料

猿 爪 川 水 位 警 報 シ ス テ ム サ ー バ ー 利 用 料

東 海 自 然 歩 道 大 久 後 公 衆 ト イ レ
保 守 点 検 業 務 委 託 料

市 道 等 補 修 業 務 委 託 料

勤 労 者 生 活 安 定 資 金 預 託 金

勤 労 者 住 宅 資 金 預 託 金

事　　　　　　　　　　項

農 業 振 興 地 域 整 備 計 画 更 新 業 務 委 託 料

し 尿 収 集 運 搬 業 務 委 託 料

焼 却 施 設 機 能 検 査 業 務 委 託 料

可 燃 ご み 収 集 業 務 委 託 料

農 産 物 等 直 売 所 指 定 管 理 料
（ 規 模 拡 大 分 等 ）

農 産 物 等 直 売 所 自 家 用 電 気
工 作 物 保 守 点 検 業 務 委 託 料

地 域 交 流 セ ン タ ー 附 属 駐 車 場
保 守 点 検 業 務 委 託 料

瑞 浪 駅 周 辺 公 共 施 設 清 掃 業 務 委 託 料

農 地 基 本 台 帳 管 理 シ ス テ ム
保 守 管 理 業 務 委 託 料

小 口 融 資 預 託 金

鬼 岩 ド ラ イ ブ イ ン 公 衆 ト イ レ
浄 化 槽 保 守 点 検 業 務 委 託 料

鬼 岩 ド ラ イ ブ イ ン 公 衆 ト イ レ
清 掃 管 理 業 務 委 託 料

小 里 川 ダ ム ト イ レ 清 掃 業 務 委 託 料
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（単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和５年度まで

４００

令和４年度から
令和５年度まで

７,０００

令和４年度から
令和５年度まで

１３,３００

令和４年度から
令和５年度まで

１９,０００

令和４年度から
令和５年度まで

７２０

令和４年度から
令和５年度まで

２６４

令和４年度から
令和５年度まで

２,６９４

令和４年度から
令和７年度まで

６３,１００

令和４年度から
令和５年度まで

４０７

令和４年度から
令和５年度まで

２２０

令和４年度から
令和５年度まで

１５４

令和４年度から
令和５年度まで

６４

令和４年度から
令和５年度まで

６４９

令和４年度から
令和５年度まで

８０１

令和４年度から
令和５年度まで

１,０８１

令和４年度から
令和５年度まで

３,８３６

令和４年度から
令和５年度まで

２４２

令和４年度から
令和５年度まで

１０,５００

令和４年度から
令和５年度まで

２２０

令和４年度から
令和５年度まで

２２０瑞 浪 北 中 学 校 カ ラ ー 印 刷 機 保 守 委 託 料

土 岐 小 学 校 カ ラ ー 印 刷 機 保 守 委 託 料

土 岐 小 学 校 カ ラ ー 印 刷 機 賃 借 料

小 学 校 浄 化 槽 保 守 点 検 業 務 委 託 料

小 学 校 ダ ム ウ ェ ー タ ー
保 守 点 検 業 務 委 託 料

都 市 公 園 維 持 管 理 業 務 委 託 料

緊 急 ・ 安 否 （ 職 員 参 集 ）
メ ー ル シ ス テ ム 使 用 料

瑞 浪 駅 周 辺 迷 惑 駐 車 及 び
迷 惑 車 両 確 認 業 務 委 託 料

都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン 策 定 業 務 委 託 料

瑞 浪 中 学 校 カ ラ ー 印 刷 機 保 守 委 託 料

市 民 公 園 （ 西 部 ） 管 理 業 務 委 託 料

小 学 校 イ ン タ ー ネ ッ ト 接 続
シ ス テ ム 機 器 保 守 委 託 料

児 童 生 徒 教 職 員 健 康 診 断 業 務 委 託 料

事　　　　　　　　　　項

瑞 浪 小 学 校 カ ラ ー 印 刷 機 保 守 委 託 料

学 校 歯 科 健 診 入 力 シ ス テ ム 使 用 料

小 学 校 Ｉ Ｃ Ｔ 支 援 員 委 託 料

英 語 指 導 業 務 委 託 料

教 育 み ず な み 印 刷 製 本 費

児 童 生 徒 各 種 検 査 業 務 委 託 料

市 民 公 園 （ 東 部 ） 管 理 業 務 委 託 料
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（単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和５年度まで

９８

令和４年度から
令和５年度まで

２２９

令和４年度から
令和５年度まで

４６４

令和４年度から
令和５年度まで

８４２

令和４年度から
令和５年度まで

４,５００

令和４年度から
令和５年度まで

１,３５０

令和４年度から
令和５年度まで

５００

令和４年度から
令和５年度まで

８,０００

令和４年度から
令和５年度まで

３,２００

令和４年度から
令和５年度まで

１,２００

令和４年度から
令和５年度まで

１１０

令和４年度から
令和５年度まで

２８０

令和４年度から
令和５年度まで

１,４００

令和４年度から
令和５年度まで

５,１００

令和４年度から
令和５年度まで

５００

令和４年度から
令和５年度まで

２,８００

令和４年度から
令和５年度まで

２００

令和４年度から
令和５年度まで

６００

令和４年度から
令和５年度まで

３,３４４

令和４年度から
令和５年度まで

６８９

中 央 公 民 館 自 主 事 業 公 演 委 託 料

市 民 図 書 館 図 書 購 入 費

こ い の ぼ り 祭 イ ベ ン ト 業 務 委 託 料

事　　　　　　　　　　項

中 学 校 浄 化 槽 保 守 点 検 業 務 委 託 料

中 学 校 ダ ム ウ ェ ー タ ー
保 守 点 検 業 務 委 託 料

中 学 校 イ ン タ ー ネ ッ ト 接 続
シ ス テ ム 機 器 保 守 委 託 料

中 学 校 デ ジ タ ル 教 材 購 入 費

中 学 校 Ｉ Ｃ Ｔ 支 援 員 委 託 料

総 合 文 化 セ ン タ ー 夜 間 受 付 業 務 委 託 料

市 民 体 育 館 エ レ ベ ー タ ー
保 守 点 検 業 務 委 託 料

ト レ ー ニ ン グ 室 管 理 運 営 業 務 委 託 料

学 校 給 食 セ ン タ ー Ｌ Ｓ Ａ 重 油 購 入 費

一 般 廃 棄 物 処 理 業 務 委 託 料

市 民 体 育 館 夜 間 受 付 業 務 委 託 料

市 民 体 育 館 清 掃 業 務 委 託 料

体 育 施 設 ナ イ タ ー 管 理 業 務 委 託 料

樽 の 上 野 球 場 ト イ レ 清 掃 業 務 委 託 料

日 吉 ス ポ ー ツ 施 設 ト イ レ 清 掃 業 務 委 託 料

ト レ ー ニ ン グ 室 受 付
シ ス テ ム 保 守 管 理 委 託 料

ス ポ ー ツ 施 設 自 家 用 電 気
工 作 物 保 安 管 理 委 託 料
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（単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和５年度まで

１,０２５食 品 リ サ イ ク ル 処 理 業 務 委 託 料

事　　　　　　　　　　項
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第 ５ 表　　地 方 債 補 正

（追加） （単位：千円）

（廃止） （単位：千円）

（変更） （単位：千円）

起債の
方法

利率

163,500

年 ３．０ ％ 以
内　（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついて、利率見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の
利率）

補正
前に
同じ

県営事業負担金事業
（ 県 営 た め 池 等
整 備 事 業 ）

9,900 9,700

政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合には
借入先と協定し、
その条件に従うも
のとする。ただし、
市財政の都合に
より据置期間及び
償還期限を短縮
し、もしくは繰上
償還又は低利に
借換することがで
きる。

起 債 の 目 的
補　　正　　前 補　　正　　後

限度額 起債の
方法 利率 償還の方法 限度額 償還の

方法

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

普通
貸借
又は
証券
発行

市 道 等 整 備
交 付 金 事 業

136,500

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

利　　率

猿爪川浸水対策事業 54,000

起 債 の 目 的 限度額 起債の
方法 利　　率 償 還 の 方 法

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

瑞浪小学校改修事業 24,700

起 債 の 目 的 限度額 起債の
方法 償 還 の 方 法
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議第６９号  
 

令和４年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 
 
 令和４年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次

に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２２，０００千円

を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，８６０，９００千

円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 

令和４年１１月２８日 提出  
 

瑞浪市長 水 野 光 二    

-82-



(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

5 繰 入 金 ４０１，９００ △２７，１００ ３７４，８００

1
一 般 会 計
繰 入 金

２７２，５００ △４，１００ ２６８，４００

2 基金繰入金 １２９，４００ △２３，０００ １０６，４００

6 繰 越 金 ２８，９００ ５，１００ ３４，０００

1 繰 越 金 ２８，９００ ５，１００ ３４，０００

歳　　入　　合　　計 ３，８８２，９００ △２２，０００ ３，８６０，９００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 総 務 費 ７６，８５７ △４，１００ ７２，７５７

1 総務管理費 ７６，８５７ △４，１００ ７２，７５７

3
国民健康保険
事業費納付金

１，０２５，６３８ △２６，０００ ９９９，６３８

1
医 療
給 付 費 分

７３８，６５０ △２４，０００ ７１４，６５０

2
後期高齢者
支援金等分

２１６，５０８ △５，０００ ２１１，５０８

3
介 護
納 付 金 分

７０，４８０ ３，０００ ７３，４８０

5 基 金 積 立 金 １６０ ７，０００ ７，１６０

1 基金積立金 １６０ ７，０００ ７，１６０

6 諸 支 出 金 ２３，３００ １，１００ ２４，４００

1
償還金及び
還付加算金

２３，３００ １，１００ ２４，４００

7 予 備 費 ５，０００ ０ ５，０００

1 予 備 費 ５，０００ ０ ５，０００

歳　　出　　合　　計 ３，８８２，９００ △２２，０００ ３，８６０，９００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第７０号  
 

令和４年度瑞浪市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）  
 
 令和４年度瑞浪市の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。  
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４５，４００千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，６８１，４００千円

とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（債務負担行為の補正） 

第２条 既定の債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」によ

る。 
 

令和４年１１月２８日 提出  
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 国 庫 支 出 金 ８３２，４０５ １，１２９ ８３３，５３４

2 国庫補助金 ２３８，１６６ １，１２９ ２３９，２９５

8 繰 越 金 ７０，１５０ ４４，２７１ １１４，４２１

1 繰 越 金 ７０，１５０ ４４，２７１ １１４，４２１

歳　　入　　合　　計 ３，６３６，０００ ４５，４００ ３，６８１，４００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 基 金 積 立 金 ３３４ ４５，４００ ４５，７３４

1 基金積立金 ３３４ ４５，４００ ４５，７３４

4
地 域 支 援
事 業 費

１６３，６１１ ０ １６３，６１１

1
介護予防・生活支援
サ ー ビ ス 事 業 費 １００，３７６ ０ １００，３７６

3
包括的支援事業
・ 任 意 事 業 費 ５５，９６８ ０ ５５，９６８

歳　　出　　合　　計 ３，６３６，０００ ４５，４００ ３，６８１，４００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正

　（追加） （単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和５年度まで

５３

事　　　　　　　　　　項

緊 急 通 報 装 置 保 守 管 理 委 託 料
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議第７１号  
 

令和４年度瑞浪市駐車場事業特別会計補正予算（第１号）  
 
 令和４年度瑞浪市の駐車場事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。  
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，２００千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２８，４００千円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（債務負担行為の補正） 

第２条 既定の債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」によ

る。 
 

令和４年１１月２８日 提出  
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 繰 越 金 ５００ ４，２００ ４，７００

1 繰 越 金 ５００ ４，２００ ４，７００

歳　　入　　合　　計 ２４，２００ ４，２００ ２８，４００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 駐車場事業費 １２，１５１ ７２２ １２，８７３

1
駐 車 場
管 理 費

１２，１５１ ７２２ １２，８７３

3 基 金 積 立 金 ５００ ３，４７８ ３，９７８

1 基金積立金 ５００ ３，４７８ ３，９７８

歳　　出　　合　　計 ２４，２００ ４，２００ ２８，４００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正

　（追加） （単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和４年度から
令和５年度まで

１７０

事　　　　　　　　　　項

浪 花 駐 車 場 管 理 業 務 委 託 料 （ 清 掃 業 務 ）
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議第７２号 

 

令和４年度瑞浪市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 令和４年度瑞浪市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 予算第３条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）  （既決予定額）  （補正予定額）  （計） 

             収      入 

 第１款 水道事業収益 1,088,400千円  13,000千円  1,101,400千円 

   第２項  営業外収益    163,479千円   13,000千円    176,479千円 

             支      出 

 第１款 水道事業費用 1,066,900千円   13,000千円  1,079,900千円 

  第１項 営業費用  1,036,136千円   13,000千円   1,049,136千円 

 （債務負担行為） 

第３条 予算第５条に定めた債務負担行為を次のとおり追加及び変更する。 

（追加）                      （単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 用 紙 
印 刷 製 本 費 

令和４年度から 
令和５年度まで ４００ 

仮 設 配 管 賃 借 料 
令和４年度から 
令和５年度まで １，７００ 

（変更）                      （単位：千円） 

事  項 
補 正 前 補 正 後 

期  間 限 度 額 期  間 限 度 額 

検 針 業 務 
委 託 料 

令 和 ４ 年 度 か ら 
令 和 ５ 年 度 ま で 

９，９００ 補正前に同じ １２，０００ 
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（他会計からの補助金） 

第４条 予算第９条中「９，０５４千円」を「２２，０５４千円」に改める。 

 

  令和４年１１月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第７３号 

 

令和４年度瑞浪市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 令和４年度瑞浪市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 予算第３条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

   （科   目）   （既決予定額） （補正予定額） （計） 

             収      入 

 第１款 下水道事業収益 1,316,800千円 13,200千円 1,330,000千円 

  第１項 営業収益    552,731千円  3,000千円  555,731千円 

  第２項 営業外収益   764,069千円 10,200千円  774,269千円 

             支      出 

 第１款 下水道事業費用 1,302,700千円 13,200千円 1,315,900千円 

  第１項 営業費用   1,198,965千円 20,360千円 1,219,325千円 

  第２項 営業外費用   101,570千円 △7,160千円   94,410千円 

 （資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条中「及び損益勘定留保資金３４３，９７２千円」を「、 

損益勘定留保資金３０７，１３８千円及び繰越工事資金３６，８３４千円」

に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

   （科   目）   （既決予定額） （補正予定額） （計） 

             収      入 

 第１款 資本的収入    435,600 千円 △800 千円 434,800 千円 

  第３項 出資金     171,150 千円 △800 千円 170,350 千円 

             支      出 

 第１款 資本的支出    795,400 千円 △800 千円 794,600 千円 

  第１項 建設改良費   272,416 千円 △800 千円 271,616 千円 

 （債務負担行為） 

第４条 予算第５条に定めた債務負担行為を次のとおり変更する。 
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（変更）                       （単位：千円） 

事  項 
補 正 前 補 正 後 

期  間 限 度 額 期  間 限 度 額 

マ ン ホ ー ル ポ ン プ 
点検・清掃業務委託料 

令和４年度から 
令和５年度まで 

６，１００ 補正前に同じ ６，３００ 

薬 品 購 入 費 
令和４年度から 
令和５年度まで 

１４，０００ 補正前に同じ １７，０００ 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第５条 予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。 

   （科   目）   （既決予定額） （補正予定額） （計） 

 （１） 職員給与費    109,510 千円 △1,620 千円 107,890 千円 

（他会計からの補助金） 

第６条 予算第１０条中「１７，３１９千円」を「１７，８２６千円」に改

める。 

 

  令和４年１１月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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